






 
 

  



 
 

＜は じ め に＞ 

 

金属産業では、人材の確保・育成、ＤＸやＧＸなど大変革への対応、適正取引の推進などの

取り組みにより、産業の成長力を高め、競争力を強化していくとともに、産業構造の転換に際

しては、「公正な移行」を果たしていくことが必要となっています。 

金属労協は従来から、 

＊民間産業に働く者の観点 

＊グローバル産業であり、かつわが国の基幹産業であるものづくり産業に働く者の観点 

＊なかでも、その中心たる金属産業に働く者の観点 

に立って、産業政策課題に取り組んできましたが、引き続きこれを堅持し、ものづくり産業・

金属産業の健全な発展とそこに働く者の生活向上に向け、取り組みを強化していきます。 

具体的には、金属労協「2025 年産業政策要求」では、「2024 年産業政策要求」より幅広い分

野の政策課題の解決を目指す観点から、 

Ⅰ．ものづくり産業を支える人材政策 

Ⅱ．ものづくり産業の基盤強化政策 

Ⅲ．将来に向けた成長力強化政策 

という３つの柱の下に考え方を整理しました。これらの政策課題の解決に向け、強力な取り

組みを推進していきます。 

また、単年度での解決が難しい政策課題に関しては、「継続課題」として引き続き重要な政策

課題としてとらえつつ、当面、現在の動向を注視し、必要に応じて、具体的な要求を行ってい

くこととします。 

金属労協は、政策の実現に向けて各府省などへの要請活動を強力に展開していきます。また

政治顧問との連携を一層強化し、政策への反映を図るとともに、国会議員、経営者団体、その

他関係各方面への情報提供・理解促進に努めていきます。 
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金属労協「2025年産業政策要求」 

Ⅰ．ものづくり産業を支える人材政策 

  





 
 

Ⅰ．ものづくり産業を支える人材政策 

金属労協2025年産業政策要求 

 
 

＊人材の獲得競争が激化しており、人材の確保・定着は金属産業のバリューチェーン存続にか

かわる課題となっています。また、金属産業は中小企業も含めたバリューチェーン全体とし

て強みを発揮しており、産業全体で人材の確保・育成に取り組む重要性が増しています。 

＊近年、国際情勢の複雑化や社会構造の変化等により経済安全保障の重要性が高まっており、

その実現には金属産業が大きく関わっています。政府は、半導体、蓄電池、ＬＮＧ、先端電

子部品など12分野を安定供給に向けた支援を行う「特定重要物資」として指定しており、こ

れらの産業を支える人材の確保・育成についても、取り組みを強化していく必要があります。 

＊公立専門高校に対する産業教育設備費については、都道府県の予算で行うことになっていま

すが、実験実習設備は老朽化が指摘される一方、予算の制約により、更新や修繕が困難な状

況にあります。産業の大変革の下で、工業高校の重要性もますます高まる中、国としても支

援を検討していくことが重要です。 

＊特定最低賃金は、関係労使のイニシアティブを重視しながら、公労使三者構成の下で、地域

別最低賃金を上回る最低賃金を設定する制度です。しかしながら、近年、一部の使用者側委

員が根拠を示さないまま強硬に反対し、当該産業労使の意見を反映しない中で、金額改正が

できない結果となるケースが増加しています。制度の趣旨を踏まえた適切な審議を行うため

には、厚生労働省の役割が重要となっています。 

＊外国人技能実習制度に代わり、育成就労制度が2027年４月に施行されることになりました。

これにより、外国人労働者の本人意向による転籍が認められるものの、同一機関での１～２

年の就労や一定水準の日本語能力が求められることなど、転籍要件の厳しさから、人権面で

の問題が指摘されています。労働者の権利保護の強化を大前提とし、労働者にとって魅力あ

る労働条件に改善するため、引き続き制度の見直しを進める必要があります。また、外国人

労働者の受け入れにあたっては、産業・企業の生産性向上、国内の多様な人材の活躍、賃金

引き上げの取り組みが停滞することのないように制度設計をするとともに、その運用を厳格

に行っていく必要があります。 

＊ＤＸ、ＧＸに加え、生成ＡＩの急速な発展など、科学技術・イノベーションに関する国際的

な競争が激化する中、わが国としてもこれらに積極的に対応していくことにより、引き続き

競争力を強化していく必要があります。一方、ＤＸなど大変革での主体となりうる高度人材

はあらゆる分野で不足しています。ＤＸを推進できる人材はベンダー企業に偏在しており、

ユーザー企業側でもＤＸを推進できる人材を育成していく必要がありますが、ＤＸ人材育成

の道筋となる資格試験はベンダー向けに偏っており、その見直しが重要です。 

＊経済、社会、産業構造の急激な変化が雇用に悪影響を及ぼさないための対策、いわゆる「公

正な移行」の実現を図る必要があります。政府は、2025年２月に策定した「2040ビジョン」

で公正な移行について、「関係省庁が連携し、マッチング支援を含む成長分野等への労働移動

の円滑化支援、在職者のキャリアアップのための転職支援やリスキリング支援」など、転職
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など労働移動の円滑化を掲げています。しかしながら、公正な移行は必ずしも労働移動を伴

うものではなく、まずは企業が主体となる事業構造の転換や業務の変化に対応するためのリ

スキリングに対して、支援を強化する必要があります。それとともに、すべての働く者がリ

スキリングに取り組むことができる環境を整備し、「公正な移行」の実現に結び付けていく必

要があります。 

 

＜要 求 項 目＞ 

 

１．将来にわたりものづくり産業を支える人材の確保・育成 

 

〇理系人材・技能系人材の確保・育成に取り組むこと。とりわけ、高卒就職者の減少、工業高

校への入学希望者の減少などによる技能系人材の不足については、足下と将来の人材不足へ 

の対応を強化すること。 

○技能系の職種において女性が働きやすい職場づくりを推進・支援するとともに、ものづくり

産業には性別、年齢、国籍問わず多様な人材が活躍すべき場があることを積極的に発信する

こと。 

〇工業高校の産業教育設備について、ＩＴ化・オンライン対応のみならず、汎用工作機械など

も含め、国と地方自治体が一体となって整備していくこと。デジタル技術をものづくりの実

習に積極的に活用し、デジタル化が進むものづくりへの対応とＤＸの推進に向け、設備の充

実を図り、デジタル技術を有効に活用することに資するカリキュラムを構築すること。 

＜具体的施策例＞ 

・公立専門高校における産業教育設備を整備するため、国として、産業教育設備の新規

購入・更新・修繕に対する新たな補助を創設する。 

〇ものづくりマイスター制度を活用した工業高校や中小企業での実技指導の周知や活用拡大を

促進すること。 

〇特定最低賃金について、地方最低賃金審議会の審議において、当該産業労使が主体となって、

必要性審議、金額審議ができるよう留意すること。地方最低賃金審議会委員が特定最低賃金

の審議に必要と判断するデータ・情報に関しては、速やかに提供すること。 

〇育成就労制度について、外国人労働者の人権の保障、適正な賃金・労働諸条件、良好な職場

環境・生活環境を確保するなど、権利保護を強化すること。受け入れにあたっては、産業・

企業の生産性向上、国内の多様な人材の活躍、賃金引き上げの取り組みが停滞しないように

すること。 

＜具体的施策例＞ 

・悪質な受け入れ企業における制度の利用を禁止する。 

・本人意向の転籍が制限される期間を全ての業種で１年とする。 

・本人意向の転籍や特定技能への移行に関する日本語能力の要件については、業務に必

要な範囲を超えることにより、これを妨げないようにする。 

・育成就労制度の受け入れ分野となる特定産業分野については、生産性の向上、国内の
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多様な人材の活用、賃金・労働諸条件の向上が図られているにもかかわらず、国内人

材が確保できないことについて、公的統計や必要に応じた調査により立証する。また

定期的に検証することで受け入れ分野における産業課題を明らかにし、必要に応じて

支援策を検討する。 

 

２．大変革に対応するための人材育成 

 

〇事業構造の転換や業務の変化に対応するため、リスキリングの推進については、転職を前提

としない政策に重点を置くこと。 

＜具体的施策例＞ 

・経済産業省が2024年まで実施していた「高等教育機関における共同講座創造支援事業」

のような、転職を前提とせず、産学が連携して実施する人材育成事業を一層推進する。

また、このようなリスキリングに関する補助金について、処遇反映枠を拡大する。 

〇将来の産業界の姿と必要とされる人材像について、産業界の意見を踏まえた上で示すこと。 

○ＯＦＦ-ＪＴの時間を確保するための労働時間削減や休暇増等の企業が行うべき取り組みを

推進すること。 

〇産業雇用安定センターの「在籍型出向・スキルアップ支援コース」など、ＩＴ企業とユーザ

ー企業との人材交流を活発化させる仕組みを検討し、ユーザー企業におけるＩＴリテラシー

の向上を図ること。 

〇大学や専門職大学、専門職大学院において、ＤＸに関わる履修証明プログラムや職業実践力

育成プログラムを充実させ、現役世代のリスキリングを後押しすること。また、専門職大学

等ものづくりに特化した大学の具体的なキャリアパスを含め、学生が卒業した後の進路の事

例収集・発信に努めること。 

○ベンダーのみならず、ユーザー企業のＤＸの推進に資する人材を確保・育成するため、受験

しやすい試験方法への見直しや、「情報処理技術者試験」の体系や内容を見直すこと。 

＜具体的施策例＞ 

・仕事をしながら資格取得することを容易にするため、試験の実施方法をＣＢＴ（コン

ピューターを使用した試験方式）で実施するなど試験機会を増やす工夫をする。 

・経済産業省が策定した「デジタルスキル標準」を参照し、「ＩＴパスポート試験」の次

の段階に相当する水準の試験区分や、ビジネスアナリシス、データサイエンス、ＡＩ

等を活用できるユーザー企業の高度なＤＸ推進人材に対応する試験区分を新設する。 
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＜背 景 説 明＞ 

 

１．将来にわたりものづくり産業を支える人材の確保・育成 

 

（金属産業の人手不足の現状） 

＊日本の金属産業は日本の貿易収支に大きく貢献しています。財務省の「貿易統計 貿易概況 

主要商品別時系列表」によると、2022 年～2024 年を通じて貿易黒字における産業別の割合は

原材料別製品（鉄鋼など）、一般機械、輸送用機械が全体のほとんどを占めていることから、

金属産業が日本経済の屋台骨であることが分かります。 

＊しかしながら、昨今、人材獲得競争の激化や、高卒就職者の減少、工業高校への入学希望者

の減少などにより、技能系人材の確保・育成が困難となっており、金属産業のバリューチェ

ーン存続にかかわる課題となっています。リクルートワークス研究所の報告では、2030 年に

341 万人余、2040 年に 1,100 万人余の労働供給が不足すると予測されています。将来にわた

り労働市場全体で人手不足が続く見通しとなっていますが、そうした中にあっても、わが国

の基幹産業であるものづくり産業において、国際競争力の源泉である「現場力」を維持・強

化するため、足元と将来の人材不足に対応が不可欠となっています。 

 

資料１ 日本の産業別貿易収支の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貿易収支額は、輸出額から輸入額を引いたもの 

品目の分類は、「貿易収支」の概況品 

資料出所：財務省 「貿易統計 主要商品別時系列表」を基に金属労協作成  
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（ものづくり産業における女性活躍推進） 

＊政府が発行する「2024 年版ものづくり白書」によると、2023 年の女性就業者の割合は、全産

業平均が 45.2％であることに対し、製造業の平均は 30.0％となっています。また、厚生労働

省が発出した「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定制度に係る基

準における「平均値」について」によると、製造業で働く一般労働者の女性比率は 22.7％で

あり、こちらの指標も産業全体の平均値である 27.2％を下回っています。日本のものづくり

産業で働く女性が少ない理由について、①安全衛生法での制限など、女性が従事できない業

務があること、②交代制勤務など仕事と育児・介護等との両立が難しいこと、③理工系の分

野に進学する女性が少ないこと、④女性の管理職比率が低く、ロールモデルが少ないこと、

といったことが考えられます。政府は製造業に対し労働環境の改善を義務付けたり、女性の

ための設備投資などを積極的に支援したり、理工系や工業高校に進学する女性を増やす取り

組みを推進することが求められます。 

 

（産業教育設備の課題、前進状況） 

＊都道府県立専門高校に対する産業教育設備費補助については、三位一体改革により 2005 年

度に一般財源化されたため、都道府県立専門高校の設備整備は都道府県の予算で行うことに

なっています。ＤＸ、ＧＸ、経済安全保障に対応する産業の大変革の中で、工業高校の重要

性はますます高まってくるものと思われますが、一方で、その実験実習設備は老朽化が指摘

されており、予算の制約により、更新や修繕が困難な状況にあります。加えて、専門高校は

普通科に比べその運営に費用がかさむことから、都道府県によっては、統廃合を加速化して

いるところも見られます。地方自治体ではかつて、工業団地の造成や企業立地補助金などで

企業誘致を行ってきましたが、人材の輩出力こそが地域の活力の源泉となっていることから

すれば、専門高校の弱体化は地域の衰退に拍車をかけるものと言わざるを得ません。 

＊文部科学省では、スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール（2014 年度～2021 年度）、

地域との協働による高等学校教育改革（2019 年度～）、マイスター・ハイスクール（2021 年

度～2023 年度）、スマート専門高校（2020 年度第３次補正予算）、地方交付税の増額（2021

年）と支援策を小刻みにつなぐことにより、専門高校の予算を確保していますが、抜本的な

支援を行っていく必要があります。 
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（ものづくりマイスターの予算と実技指導件数） 

＊2023 年に厚生労働省が実施した「ものづくりマイスター」に関係する事業の予算は約 20.3

億円となっており、その前年の 6.4 億円から大きく増額されました。しかし、2019 年度の「も

のづくりマイスター」関係の予算は約 33.6 億円であったため、コロナ禍前からは回復しきっ

ていないというのが現状です。 

＊活動実績を見ると、2023 年度における「高校以上の学校」に対する実技指導数は、66,907 人

となっており、前年の 31,573 人から 2 倍以上の増加がみられるものの、2019 年度の活動実

績は 106,733 人であったため、コロナ禍前の水準を大きく下回っています。技術・技能の伝

承を確実に行っていくため、予算と活動実績の早期回復が必要です。 

 

資料２ ものづくりマイスターによる実技指導の実施件数（2023 年） 

 

実技指導数は「高卒以上の学校」に対する実技指導の受講者延べ人数 

資料出所：厚生労働省に基づきＪＡＭ作成 

 

（特定最低賃金の当該産業労使のイニシアティブ発揮） 

＊特定最低賃金は、最低賃金法に基づき、関係労使いずれかの申出を契機に、新設、金額改正

を行うことができる制度です。金属産業では、各企業の労使が企業内最低賃金協定の締結と

引き上げに取り組み、その成果を同じ産業で働く未組織労働者の賃金の底上げ・格差是正に

波及させるため、特定最低賃金に取り組んでいます。 

＊特定最低賃金は、本来「関係労使のイニシアティブ発揮」を重視する制度です。しかしなが

ら、金額改正・新設の「必要性審議」では、全会一致（公労使の合意）が求められるにもか

かわらず、当事者である産業の労使が審議に参加していません。このため、経営者団体が根

拠を示すことなく「特定最低賃金は不要」との主張を繰り返すのみで、十分な審議を行うこ

とができないまま「金額改正の必要性なし」とされるケースも少なくありません。中小企業

や非正規雇用の労働者の賃上げが求められる中、特定最低賃金の役割は重要性を増しており、

制度の趣旨に沿ったエビデンスに基づく審議が行われるよう、厚生労働省の積極的な対応が

必要です。 
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資料３ 特定最低賃金の必要性審議の状況（2024 年度・金属産業） 

 

資料出所：金属労協作成 

 

（育成就労制度について） 

＊外国人技能実習制度について、2024 年６月の通常国会において出入国管理法などが改正され、

外国人の人権保護、キャリアアップ、安心安全・共生社会の実現をめざすために「育成就労

制度」を新たに設置することとなりました。これにより技能実習制度の場合は、「やむを得な

い事情がある場合」のみ転籍が認められていたという制限が、育成就労の場合は①同一の受

入れ機関において就労した期間が一定の期間を超えていること、②技能検定試験基礎級等及

び一定の水準以上の日本語能力に係る試験に合格していること、③転籍先となる受入れ機関

が、転籍先として適切であると認められる一定の要件を満たすこと、という３つの要件をい

ずれも満たしたときに認められることとなりました。しかし、育成就労制度に見直した後も

民法や労働基準法と整合しておらず、このままではＩＬＯが定める強制労働の定義に抵触し

てしまう可能性があります。このため、引き続き制度の検討・改善を進めていく必要があり

ます。 

 

ＩＬＯ 強制労働の定義 

強制労働とは、ある者が処罰の脅威の下に強要され、かつ、右の者が自ら任意に申し出たもの

ではない一切の労務を指します。処罰とは、監禁、暴力による威嚇やその行使、労働者が職場の

外に自由に出ることの制限を含みます。脅威とは、被害者の家族に危害を加える旨の脅迫、不法

就労者の当局に対する告発、最終的に賃金が支払われるとの期待の下に労働者を職場に留める目

的で行われる賃金不払を含みます。労働者に賃金又はその他の報酬が提供されていることは、必

ずしもそれが強制労働でないことを示すものではありません。 

労働者は、合理的な期間に関する事前の通知に従いつつも、職場を離れる自由が与えられるべ

きです。債務労働は多くの労働者が強制労働に陥ってしまうもう一つのルートです。債務労働は

労働者（時にはその家族共々）が自らの借金又は承継した借金を返済するため使用者の下で働か
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ざるを得ない状況に追い込まれたときに生ずるものです。 

 

民法628条 やむを得ない事由による雇用の解除 

当事者が雇用の期間を定めた場合であっても、やむを得ない事由があるときは、各当事者は、

直ちに契約の解除をすることができる。この場合において、その事由が当事者の一方の過失によ

って生じたものであるときは、相手方に対して損害賠償の責任を負う。 

 

労働基準法137条 期間の定めのある労働契約における退職 

期間の定めのある労働契約（一定の事業の完了に必要な期間を定めるものを除き、その期間が

一年を超えるものに限る。）を締結した労働者（第十四条第一項各号に規定する労働者を除く。）

は、労働基準法の一部を改正する法律（平成十五年法律第百四号）附則第三条に規定する措置が

講じられるまでの間、民法第六百二十八条の規定にかかわらず、当該労働契約の期間の初日から

一年を経過した日以後においては、その使用者に申し出ることにより、いつでも退職することが

できる。 

 

２．大変革に対応するための人材育成 

 

（リスキリングの定義） 

＊リスキリングに定まった定義はありませんが、電機連合は、春闘方針において以下のように

能力開発に関する分類を整理しています。また、2025 年総合労働条件改善闘争では、 

 ①自律的なキャリア形成につながる意識改革 

 ②リスキリングを含む能力開発環境の整備 

 ③習得した能力を発揮できる機会の提供 

 ④学びに必要な時間や費用の確保について労使で協議し、職場環境整備につなげていく 

としています。 

・自己啓発：業務に直接関係ないことも含め自主的にスキルアップを行うもの  

・リスキリング：技術革新や今後の事業の方向性などを見据え、新たに必要となるスキル

の習得、実践を目的として行うもの  

・アップスキリング：現在の職場・職種で必要な技術、技能の習得を目的として行うもの 

 

（経済産業省が実施する「高等教育機関における共同講座創造支援事業」） 

＊経済産業省は産業界が必要とする高度な専門性を有する人材の育成のため、企業などが大学

をはじめとした高等教育機関と連携して講座や学科（以下、共同講座）などを設置・運営す

ることに補助金を支払う「高等教育機関における共同講座創造支援事業」を行っています。

この事業は共同講座に参加した労働者の成果に応じて、その労働者の処遇に反映させた企業

に通常よりも高い補助率を適用するという転職を前提としない政策であるため、こうした政

策を今後も拡大して雇用の継続を前提とした社会を作ることが重要です。経済産業省・野村

総合研究所が 2024 年３月に発表した「令和４年度高等教育機関における共同講座創造支援
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事業 共同講座の普及・促進に向けた事例調査報告書」によると、受講者全体の約 54.1％が

学習したことを業務に活用したというデータがあり、受講者の声には「講座で学んだツール

を課内の業務改善に活用した」「実習で検討した案を実現するプロジェクトが始動している」

といったものがあります。さらに同調査で調査対象となったＤＯＷＡホールディングス株式

会社では最先端技術が獲得できたという成果も報告されています。 

 

（ＯＦＦ‐ＪＴの実施状況） 

＊金属産業を支える人材を育成するためには、日常的なＯＪＴのほか、ＯＦＦ‐ＪＴを実施す

ることが重要です。しかし、厚生労働省が実施する「能力開発基本調査」の 2023 年度の結果

によると、正社員または正社員以外に対してＯＦＦ‐ＪＴを実施したと回答した事業所は

72.6％であるものの、階層別でみたＯＦＦ‐ＪＴを実施した事業所は、「新入社員（正社員）」

が 58.9％と最も高く、「中堅社員（正社員）」（56.9％）、「管理職層（正社員）」（48.0％）とな

っており、階層が上がるにつれＯＦＦ‐ＪＴでの教育訓練を実施しなくなってしまうという

事実があります。企業を支えるのは中堅社員や管理職であるからこそ、階層が上がってもＯ

ＦＦ‐ＪＴに取り組める環境づくりを国が主導することが重要です。 

 

資料４ ＯＦＦ‐ＪＴを実施した事業所 

 

資料出所：厚生労働省 「令和５年度能力開発基本調査 調査結果の概要」Ｐ14 

 

（産業雇用安定センター、スキルアップ支援コース） 

＊産業雇用安定センターでは、2018 年度から、それまでの雇用調整中心の出向支援に加え、キ

ャリア・ステップアップ型出向や人材育成・交流型出向についても出向支援の幅を拡大して

います。こうした枠組みを利用し、ユーザー企業からＩＴ企業への出向を通じてＩＴ技術の

スキルアップを促すとともに、ベンダー企業からユーザー企業への出向を通じて、ＤＸ推進

を後押ししていく必要があります。  

＊2022 年 12 月、産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）を創設し、労働者のスキル

アップを在籍型出向により行い、復帰した際の賃金を出向前と比較して５％以上上昇させた
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事業主（出向元）へ当該事業主が負担した出向中の賃金の一部を助成しています。金属産業

では、ＤＸやＧＸに対応し、新分野や業務への対応が重要ですが、こうした制度による企業

の人材育成への支援が必要です。制度の利用状況を検証しながら、利用しやすい制度へと見

直すとともに、事例紹介等を通じて、制度を周知し、利用を促進していくことが重要です。 

 
資料５ 在籍型出向の概要 

資料出所：産業雇用安定センター 産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）リーフレット Ｐ3 

 

（ＤＸの定義） 

＊経済産業省によるとＤＸとは「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタ

ル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革す

るとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性

を確立すること」としていますが、「人々の生活にあらゆる面で影響を与える」ということか

らすれば、企業内の変革のみにとどまらず、産業や社会の変革につながるより広い概念とと

らえることができます。 

＊ＤＸへの経過を追うと、アナログで行っていた作業をデジタル化する「デジタイゼーション

（Digitization）」、デジタル技術の活用によって、業務効率化や顧客満足度の向上につなげ

る「デジタライゼーション（Digitalization）」、そして、「ＤＸ」に深化してきています。 
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資料６ デジタルトランスフォーメーションの段階 

 

資料出所：経済産業省 「ＤＸレポート２中間とりまとめ（概要）」 

 

（履修証明プログラム、職業実践力育成プログラム、専門職大学・大学院の状況） 

＊履修証明プログラムは、社会人等の学生以外の者を対象として、学位課程より短期間のプロ

グラムを開設し、その修了者へ法に基づく履修証明書を交付できる制度です。 

＊職業実践力育成プログラムは、社会人や企業等のニーズに応じて大学等が行う実践的・専門

的な課程を文部科学大臣が認定する制度です。  

認定要件として、  

・大学、大学院、短期大学及び高等専門学校の正規課程及び履修証明プログラム  

・対象とする職業の種類及び修得可能な能力を具体的かつ明確に設定し、公表  

・対象とする職業に必要な実務に関する知識、技術及び技能を修得できる教育課程  

・総授業時数の一定以上（５割以上）を、①実務家教員や実務家の授業、②双方向若しくは

多方向に行われる討論、③実地での体験活動、④企業等と連携した授業、から２つ以上の教

育方法による授業で実施することとしており、2024 年 12 月時点で 462 課程が認定されてい

ます。 

 
（ＤＸ人材の育成に資する資格試験のあり方） 

＊ビッグデータの活用やデジタル技術のイノベーションにより世界的な産業構造の変化が進行

しています。こうした変化の中で日本のものづくり産業が競争上の優位を確保するためには、

変化する社会をとらえ、ＤＸの取り組みを加速していくことが重要です。しかし、日本は諸

外国に比べ、取り組みの遅れが様々な場所で指摘されており、その原因のひとつはＤＸに関

する知見を持った人材がユーザー企業に不足していることです。 

＊ＤＸ人材を確保・育成するためには、情報処理推進機構が実施する「情報処理技術者試験」

について、ユーザー企業向けの資格の見直しを図ることが肝要です。みずほリサーチ＆テク

ノロジーズの報告書「デジタル時代における情報処理技術者試験の在り方に関する調査」に

よると、ユーザー企業から「ＩＴパスポート試験」の次の段階に相当する水準の試験を検討
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し、ビジネスアナリシスやデータサイエンス、ＡＩ等のＤＸにおいて根幹となる分野に関す

る人材の育成に資する試験の設置が重要である旨の声が多くみられます。経済産業省が作成

した「ＤＸスキル標準」を参照しながら、デジタル技術を実際に利用するユーザー企業の非

エンジニア人材を対象とした試験区分を、ユーザー企業の意見をもとに新設する必要があり

ます。 

＊経済産業省、みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社の「デジタル時代における情報処理

技術者試験の在り方に関する調査」の主な意見では、ユーザー企業から「試験のＣＢＴ化の

取組には賛成。受験機会や受験方法の利便性が拡大した方が、受験者増にはつながる」、「応

用情報技術者試験もＣＢＴ方式で受験できるようにし、受験機会のハードルを下げることを

検討して欲しい」という意見が見られます。アマゾンが認定するＡＷＳ資格やマイクロソフ

トが認定するＡｚｕｒｅ資格などのいわゆるベンダー資格は上級資格であっても自宅や全国

各地の試験会場で随時受験することが可能です（ＣＢＴ／オンライン監督試験）。一方で「情

報処理技術者試験」は応用情報技術者試験以上の難易度では、年１～２回筆記での実地試験

（ＰＢＴ）でしか受験できません。ＤＸ人材をより多く輩出するためには、各社のベンダー

資格と同様にＣＢＴや自宅でのオンライン監督試験で受験できるようにすることなどで情報

処理技術者試験の受験機会の拡大や試験の利便性を向上させることが重要です。 

 

資料７ 情報処理技術者試験の構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：情報処理推進機構ＨＰ ＩＰＡ資格試験一覧 

https://www.ipa.go.jp/shiken/kubun/list.html  
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資料８ ＤＸに関する資格の分類 

 

ＣＢＴ：指定された試験会場にてコンピュータで回答する試験方式 

ＰＢＴ：指定された試験会場にて筆記で実施する試験方式 

オンライン監督試験：自宅・職場等で、受験用アプリケーション、Web カメラ、マイクを使用して実施する試験方式 

難易度は基礎＜応用＜高度 

資料出所：情報処理推進機構、ベンダー各社ＨＰより金属労協作成 

 

 

資格分類 難易度 対象職種 資格名 試験方式
年間

試験回数

国家資格 基礎 ＩＴを利活用する者 ＩＴパスポート ＣＢＴ 随時

国家資格 基礎 ＩＴを利活用する者 情報セキュリティマネジメント ＣＢＴ 随時

国家資格 応用 情報処理技術者 基本情報技術者 ＣＢＴ 随時

国家資格 応用 情報処理技術者 応用情報技術者 ＰＢＴ ２回

国家資格 高度 情報処理技術者 ＩＴストラテジスト ＰＢＴ １回

国家資格 高度 情報処理技術者 システムアーキテクト ＰＢＴ １回

国家資格 高度 情報処理技術者 プロジェクトマネージャ ＰＢＴ １回

国家資格 高度 情報処理技術者 ネットワークスペシャリスト ＰＢＴ １回

国家資格 高度 情報処理技術者 データベーススペシャリスト ＰＢＴ １回

国家資格 高度 情報処理技術者 エンベデッドシステムスペシャリスト ＰＢＴ １回

国家資格 高度 情報処理技術者 ＩＴサービスマネージャ ＰＢＴ １回

国家資格 高度 情報処理技術者 システム監査技術者 ＰＢＴ １回

国家資格 高度 情報処理技術者 情報処理安全確保支援士 ＰＢＴ ２回

資格分類 難易度 対象職種 資格名 試験方式
年間

試験回数

ＡＷＳ認定 高度 情報処理技術者
ソリューションアーキテクト

プロフェッショナル
ＣＢＴ

オンライン監督試験
随時

ＡＷＳ認定 高度 情報処理技術者 DevOpsエンジニアプロフェッショナル
ＣＢＴ

オンライン監督試験
随時

ＡＷＳ認定 高度 情報処理技術者
アドバンスドネットワーキング

スペシャリティ
ＣＢＴ

オンライン監督試験
随時

ＡＷＳ認定 高度 情報処理技術者 セキュリティスペシャリティ
ＣＢＴ

オンライン監督試験
随時

ＡＷＳ認定 高度 情報処理技術者 マシンラーニングスペシャリティ
ＣＢＴ

オンライン監督試験
随時

Microsoft
Azure認定

高度 情報処理技術者 DevOps Engineer Expert
ＣＢＴ

オンライン監督試験
随時

Microsoft
Azure認定

高度 情報処理技術者 Azure Solutions Architect Expert
ＣＢＴ

オンライン監督試験
随時

参考
ベンダー上級資格一覧

ＩＰＡ情報処理技術者
試験リスト
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金属労協「2025年産業政策要求」 

Ⅱ．ものづくり産業の基盤強化政策 

  





 
 

Ⅱ．ものづくり産業の基盤強化政策 

金属労協2025年産業政策要求 

 
 

＊わが国金属産業は、バリューチェーン全体で「強み」を発揮しており、バリューチェーンの

危機は、国際競争力の喪失に直結します。ＤＸ、ＧＸなどの大変革の中、「人への投資」、研

究開発投資、設備投資の必要性は一層高まっており、バリューチェーン全体での適正な利益

の確保は、わが国経済・産業の持続的な発展にとって不可欠です。 

＊金属労協では、中小企業を含めたバリューチェーンを構成する各企業で適正に付加価値を確

保し、それを「人への投資」、研究開発投資、設備投資などに用いることにより、産業全体で

の継続的な賃金の引き上げ、強固な国内事業基盤と企業の持続可能性の確保を図る、バリュ

ーチェーンにおける「付加価値の適正循環」の構築の取り組みを展開しています。 

＊熟練した技術・技能を継承し、事業の持続性を確保していくためには、人材確保と設備の更

新が可能となる利益の確保が必須ですが、価格転嫁力の弱さにより必要な資金を確保できず、

廃業を選択する中小企業もあります。とりわけ金属産業では、取引の継続を考慮し、問題が

あったとしても声を上げづらい環境にあり、独占禁止法と下請法の不適切な取引に対する抑

止効果を高めていくとともに、業界ごとに的を絞った取り組みが必要です。公正取引委員会

と中小企業庁の連携により、下請法の執行を強化することで、中小企業のみならず全ての企

業で適正取引ができる環境を整備することが必要です。 

＊政府は、「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ（2021年12

月）」の下で、価格転嫁の取り組みを強化しており、一定の前進は図られているものの、不十

分なものにとどまっています。労務費の転嫁は、中小企業の賃上げに向けた環境整備の重要

課題のひとつであり、2023年11月末に策定した「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関

する指針」の周知を徹底し、実効性を確保していく必要があります。加えて、2024年12月に

取りまとめられた「企業取引研究会報告書」に基づき、2025年３月、下請法・下請振興法改

正法案が閣議決定されました。また、中小企業庁が2025年１月に「新たな取引適正化対策の

全体像について」を公表し、足元の価格転嫁・取引適正化施策と今後の展望を示しました。

特に「協議に応じない価格決定」等を新たに禁止する下請法改正の検討内容が注目されてい

ます。 

＊政府は「2035年までに、乗用車新車販売で電動車100％を実現する」方針を打ち出しましたが、

自動車の電動化の進展により、従来のガソリンエンジン車の部品約３万点のうち、約１万点

が不要あるいは減少し、モーター、バッテリーなど、約２千点が増加すると指摘されていま

す。政府は、需要の減少が見込まれる部品企業の業態転換の促進など、「公正な移行」の実現

に向けた対応を強化していく必要があります。 

＊近年、グローバル化やイノベーションによる経営環境の変化を起因とした事業再生の動きが

活発化しています。事業再生における倒産や事業譲渡の際には雇用や労働条件などの面で労

働者に大きな影響があるにもかかわらず、労働債権の担保の優先順位は低く、また、その際

の労働者保護のルールは法的拘束力のない「事業譲渡等指針」にとどまっています。なお、
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2024年12月に発表された「事業再構築委員会報告書」には、「事業再生に当たっては、従業員

の協力も必要であることにも留意が必要」と記載されているのみで、事業再生のスキームに

おいて労働者の意見を聞く機会が示されていません。労働者や労働組合に必要に応じた情報

提供・協議が求められます。 

 

＜要 求 項 目＞ 

 

１．独占禁止法、下請法の強化 
 

〇独占禁止法の優越的地位の濫用規制および下請法について、不適切な取引に対する抑止効果

を高めていくこと。 

＜具体的施策例＞ 

・問題があっても声を上げづらい製造業に対して、実態調査を強化し、申告のない場合

でも個別に査察を実施するなど、より踏み込んだ対応を検討する。 

・下請法における「親事業者」の要件を見直し、取引の受発注関係のみで優越的地位を

推定する。 

・海外企業との取引における優越的地位の濫用を防ぐため、積極的な情報収集、外国の

規制当局との連携など、取り組みを強化する。 

○2026年春季生活闘争において、中小企業の賃上げに好影響を与えられるよう、「下請代金支払

遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部を改正する法律案」公布・施行を早期に実施し、

改正内容の周知に努めること。 

 

２．適正取引ルールの周知徹底 
 

〇適正取引の実現に向け、さまざまなルールの周知徹底を図ること。 

＜具体的施策例＞ 

・適正取引確立のためのルールの周知徹底、とりわけ業界団体に加入していない中小企

業に対して適正取引に関するルールを周知徹底するため、商工会議所、商工会などの

活用を図る。 

・企業のいわゆるバイヤー個人を対象に、適正取引に関する研修会を実施し、効果測定

の上、受講修了証を発行する。 

 

３．労務費、原材料、エネルギーなどの価格転嫁 
 

〇労務費、原材料、エネルギーなどの価格転嫁の悪い事例を収集するとともに、望ましい価格

転嫁のあり方を示すこと。合わせて、価格交渉支援ツールの利用を周知・促進すること。ま

た、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（以下、指針）」の周知を徹底し、

実効性を高めるとともに、価格転嫁の実態を踏まえて内容の改善を図ること。加えて、労務

費の価格転嫁の交渉に用いる公表資料（最低賃金の上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上

昇率など）を合理的な根拠があるものとして取り扱うよう周知を徹底すること。 
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○「指針」は行政官庁・独立行政法人等の公契約に関しても適用されることを周知すること。 

○中小企業庁が実施する、「価格交渉促進月間」の「フォローアップ調査」について、アンケー

ト項目に「指針」に関する項目を追加し、回答率の向上にも取り組むこと。 

○物流2024年問題への対応のため、共通規格のパレット利用の促進等、物流における業務効率

化への支援を行うこと。また、トラックドライバーの負担軽減のため、悪質な荷主企業・物

流事業者に対し厳しく取り締まりを行い、「トラック・物流Ｇメン」と「下請Ｇメン」の所管

機関で情報共有や施策連携すること。 

○影響力の大きい企業に責任を持たせるなど、業界全体で価格転嫁を促進する仕組みを構築す

ること。 

 

４．公正な移行の実現のための企業再編、業態転換 

 

○事業再生を実施するための一連の再構築策を実施する際は、労働組合や労働者に対して必要

な情報提供・協議を義務付けること。 

 

＜背 景 説 明＞ 

 

１．独占禁止法、下請法の強化 

 

（直近の政府の取り組み） 

＊公正取引委員会と中小企業庁が実施していた「企業取引研究会」の報告書の概要としては、 

・一方的に下請代金を決定して、下請事業者の利益を不当に害する行為の規制が必要である 

・手形等を下請法の代金の支払手段として使用することを認めない 

・発荷主が運送事業者に対して物品の運送を委託する取引の類型を新たに下請法の対象取引

とする 

・下請法の適用基準について、現行の資本金基準に加えて、従業員数基準により事業者の範

囲を画す 

としています。 

＊2025 年１月、中小企業庁は直接の取引先の更に先まで関与できるよう取り組みを進めること

を「新たな取引適正化対策の全体像について」で示しました。具体的には、総理大臣による

事業所管大臣を通じた頂点企業への要請やセットメーカーに対する行政指導の強化、「協議

に応じない価格決定」などを禁止するための下請法改正の検討などが示されました。今後の

審議会における議論や法改正が実効性のあるものにする必要があります。 
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資料９ 政府による今後の取引適正化政策の方向性 

 

 

資料出所：中小企業庁 「新たな取引適正化対策の全体像について」 

 

＊公正取引委員会ウェブサイトの「独占禁止法Ｑ＆Ａ」においては、労務費、原材料費、エネ

ルギーコスト等のコストの上昇分を取引価格に反映せず、従来どおりに取引価格を据え置く

ことは、下請法上の買いたたき又は独占禁止法上の優越的地位の濫用の要件の１つに該当す

るおそれがあり、下記の①及び②の２つの行為がこれに該当することを明確化しています。 

①労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコストの上昇分の取引価格への反映の必要

性について、価格の交渉の場において明示的に協議することなく、従来どおりに取引価

格を据え置くこと 

②労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコストが上昇したため、取引の相手方が取

引価格の引き上げを求めたにもかかわらず、価格転嫁をしない理由を書面、電子メール

等で取引の相手方に回答することなく、従来どおりに取引価格を据え置くこと 

＊「アクションプラン」では、現下のような労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコス

トの急激な上昇という経済環境においては、 

・受注者からの要請の有無にかかわらず、発注者から積極的に価格転嫁に向けた協議の場

を設けていくこと 

・受注者からの取引価格引き上げの要請を受け入れない場合であっても、価格転嫁をしな

い理由を書面、電子メール等の形に残る方法で行うこと 

が発注者に求められていることを明確化したものであるとしています。 
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（取引価格引き上げの割合は発注企業と受注企業の認識の差が大きい） 

＊価格決定方法の適正化の状況を自主行動計画策定団体所属企業と幅広い業種を対象とした企

業に対する調査をみると、全体として自主行動計画策定団体所属企業の方が概ねコスト増を

反映している企業の割合が高いものの、いずれの場合も発注企業と受注企業の認識の差が大

きくなっています。発注側の理解が得られずに、コスト増を十分に反映できていないことが

明らかとなっています。 

 

資料 10 価格転嫁の認識の相違 

 

資料出所：中小企業庁「自主行動計画フォローアップ調査及び取引条件改善状況調査結果概要」（2024 年４月） 

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2024/240415chousa.html 

 

（価格交渉促進月間（2024 年９月）フォローアップ調査） 

＊2024 年９月に中小企業庁が実施した価格交渉促進月間のフォローアップ調査の結果による

と、「全額転嫁ができた」または「一部でも価格転嫁できた」と回答した企業の割合は 79.9％

となっているものの、「まったく転嫁できず」、「マイナス」と回答した企業の割合が 20.1％

となっております。 

＊また、労務費の転嫁率は 44.7％となっており、原材料費の転嫁率よりも 6.7 ポイント低い水

準であるため、引き続き価格転嫁の取り組みを継続する必要があります。 

 

資料 11 価格転嫁の状況 

 

資料出所：中小企業庁「価格交渉促進月間フォローアップ調査結果」 スライド７ 
  

価格決定方法の適正化の状況 発注側 受注側 受発注間の差

コスト全般（概ね反映と答えた企業の割合） 64% 37% 27%

労務費（　〃　） 55% 30% 25%

原材料価格（　〃　） 67% 41% 26%

エネルギー価格（　〃　） 60% 42% 18%
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（優越的地位の濫用規制と下請法・下請振興法の改正） 

＊大企業と中小企業、セットメーカーとサプライヤーとの間における取引の適正化に関しては、

一般法として独占禁止法において優越的地位の濫用規制が設けられ、その中でとくに下請取

引における下請事業者の利益保護については、特別法として下請法が制定されています。下

請法は、製造委託、修理委託、情報成果物作成委託、役務提供委託を対象に、親事業者と下

請事業者を資本金区分により判断し、親事業者による受領拒否、下請代金の支払遅延・減額、

返品、買いたたきなどの行為を規制することにより、下請取引を公正にし、下請事業者の利

益を保護しようとするものです。 

＊2025 年３月、「下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部を改正する法律案」

が閣議決定されました。下請法の主な改正内容として、従業員数を下請法における新たな適

用基準として追加することや、協議なく一方的に代金を決定し、中小受託事業者の利益を不

当に害する行為を禁止する規定を新設することなどがあります。また、下請振興法では、中

小受託事業者が下請振興法の支援を受けるにあたって作成する事業計画について、２以上の

取引段階にある事業者による振興事業計画に対し、承認・支援できる旨を追加することなど

が改正される予定です。 

 

資料 12 中小受託事業者の定義 

 
資料出所：公正取引委員会「下請法・下請振興法改正法案の概要」 スライド７ 

 

 

資料 13 多段階の事業者が連携した取り組みへの支援の定義 

 
資料出所：公正取引委員会「下請法・下請振興法改正法案の概要」 スライド 12  
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（優越的地位の濫用規制の課徴金） 

＊独占禁止法の優越的地位の濫用規制における課徴金が唯一、違反事業者に対して課される金

銭的不利益ということになりますが、カルテルなどの場合には、課徴金は対象商品の売上額

などの 10％に及ぶのに対し、優越的地位の濫用の場合には、当該行為の相手方からの購入額

の１％に過ぎません。2019 年の独占禁止法改正により、課徴金の算定基礎となる購入額の算

定期間が最長３年から 10 年に延長されているものの、優越的地位の濫用に関する算定率の

引き上げは行われていません。優越的地位の濫用で得られる利益が少なくとも取引額の数％

以上には及ぶと想定すれば、あまりにも過少であり、抑止力は期待できないと判断せざるを

えません。また「その額が百万円未満であるときは、その納付を命ずることができない」と

されており、課徴金が 100 万円未満、すなわち購入額１億円未満の取引については課されな

いなら、小規模な下請事業者に対しては、親事業者が何をしても実質的な制裁手段がないと

いうことになります。 

 

資料 14 カルテル・入札談合における課徴金の算定率 

 

注１：（）内は違反事業者及びそのグループ会社がすべて中小企業の場合 

注２：カルテル・入札談合等の不当な取引制限に対する課徴金算定率については、以下のような加算要素が規定されている。 

・ 違反行為を繰り返した場合（※）、又は違反行為において主導的な役割を果たした場合にはそれぞれ課徴金額が 1.5

倍になる。 

・ 違反行為を繰り返し、かつ違反行為において主導的な役割を果たした場合には、課徴金額が 2 倍になる。 

（※）10 年以内に違反事業者自身が繰り返した場合だけでなく、1 回目の違反行為をした事業者を完全子会社とする

事業者による違反、1 回目の違反行為をした法人と合併した法人、1 回目の違反行為をした法人から対象事業を

譲り受けたり分割により承継したりした法人による違反も対象となる。また、私的独占に対しても適用される。 

 

資料出所：公正取引委員会ホームページ 「課徴金制度」を基に金属労協作成 
https://www.jftc.go.jp/dk/seido/katyokin.html 
 

（プラットフォーマー型ビジネスの台頭に対応したルール整備の動向） 

＊ここ数年、公正取引委員会はデジタル分野、特にデジタルプラットフォーマー事業者に対す

る取り組みを強化してきました。2021 年にはデジタルプラットフォーム取引透明化法が施行

され、大手プラットフォームに利用企業との取引条件の開示などを義務づけ、対象はアプリ

ストアやオンラインモールで、2022 年には広告も追加されました。 

＊また、2024 年には改正プロバイダ責任制限法が成立し、ＳＮＳ事業者に個人を誹謗中傷する

投稿への迅速な対応が義務付けられました。2025 年５月までの施行が予定されています。さ

らに、2024 年にはスマホソフトウェア競争促進法が成立し、アプリ配信や決済システムで他

社の参入を妨害することが禁止されました。2025 年末までの施行が予定されています。 

＊一方、公正取引委員会が 2019 年に公表した「製造業者のノウハウ・知的財産権を対象とした

優越的地位の濫用行為等に関する実態調査報告書」では、ノウハウの開示や知財の無償譲渡

の強要などの事例が報告されており、この中には海外のビッグテック企業との取引の事例も

含まれています。デジタル分野同様、製造業に対する海外企業との取引における「優越的地

位の濫用規制」の適用強化が望まれます。 
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２．適正取引に関するルールの周知徹底 

 

（「優越的地位の濫用」に関する緊急調査の結果） 

＊公正取引委員会が 2024 年 12 月に公表した、「令和６年度価格転嫁円滑化の取組に関する特

別調査」の結果によると、コストの上昇分の取引価格への反映の必要性について協議をしな

かった理由として、「受注者から取引価格の引上げの要請がなかったため」との回答を多数の

企業が挙げており、「価格の交渉の場において明示的に協議することなく、従来どおりに取引

価格を据え置くこと」が、「下請法上の買いたたき又は独占禁止法上の優越的地位の濫用の要

件の１つに該当するおそれ」があることについて、周知が不十分であることが伺えます。 

＊また、コスト別の転嫁率を平均値で見ると、労務費が62.4％、原材料価格が69.5％、エネル

ギーコストが65.9％、となっており、とりわけ労務費の価格転嫁が不十分であることが明ら

かとなっています。労務費の転嫁の課題としては、 

・労務費の上昇分は受注者の生産性や効率性の向上を図ることで吸収すべき問題であるとい

う意識が発注者に根強くある 

・交渉の過程で発注者から労務費の上昇に関する詳細な説明・資料の提出が求められる 

・発注者との今後の取引関係に悪影響（転注、失注等）が及ぶおそれがある 

との理由で、労務費の価格転嫁の要請をすることは難しいとの声があり、発注側に対して理

解を浸透させていくことが必要です。 

 

３．労務費、原材料、エネルギーなどの価格転嫁 

 

（価格転嫁の課題と価格交渉支援ツールの活用） 

＊価格転嫁については前進がみられるものの、十分な価格転嫁ができているとは言えない状況

にあります。とりわけ、製品あたりの根拠を明確に示すことが困難な労務費、エネルギーコス

トや副資材等では、十分な価格転嫁が進んでいません。客観的・合理的な根拠の示し方を例示

するなど、価格転嫁の交渉を支援していくことが必要です。 

＊円滑な価格転嫁を推進するためには、地方公共団体が作成した価格交渉支援ツールの活用を

中小企業に対して周知することが重要です。埼玉県は、原材料価格の推移を示す「価格交渉

支援ツール」や「収支計画シミュレーター」を独自に作成し、無料公開しています。また、

東京都は「労務費増加額試算ツール」を無料公開しているため、中小企業の価格転嫁を推進

するためにもこうしたツールを周知していくことが望まれます。 
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（労務費の適正な転嫁のための価格交渉に関する指針） 

＊公正取引委員会は 2023 年 12 月、労務費の転嫁が原材料価格やエネルギーコストの転嫁と比

較して進んでいないことを背景に、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を

公表しました。指針は価格交渉に際して、発注者と受注者のそれぞれが求められる行動を示

すほか、政府の今後の対応や集計したデータを掲載しています。受発注企業が双方向で価格

転嫁を推進するため、指針に則った価格交渉を推進しやすい環境の整備が求められます。 

＊なお、第 213 回通常国会内閣委員会において、古谷公正取引委員会委員長は「本指針は、（中

略）複数年契約で行われております官公庁の入札においても、その趣旨は妥当するものと考

えております。また、発注者側、受注者側のいずれも、業種ですとか規模で限定しているも

のではございませんで、大企業等の官公需についても、指針の趣旨は妥当するものである」

と答弁しているため、官公需であっても「指針」に則った取引関係の構築をする必要があり

ます。 

 

資料 15 労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：公正取引委員会 「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針について」  
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（労務費、エネルギー、副資材の価格転嫁が進まない企業の実態や課題） 

＊価格転嫁の進展がない企業では、各社に個別にエビデンスが要求され、中小企業では交渉が

困難であることや連合が発表したデータなどの公開情報が使えないという実態があります。 

 

資料 16 価格転嫁が進展しない企業の現状 

●労務費や物価高騰による価格改定を認めるならば原価低減もしくはその計画を提示するよう要請された。 
●下請法の対象取引のみ価格転嫁要請に対応するよう指示が出ていると言われた。 
●労務費について賃上げのうち「ベア分は認め」「定昇分は除外」と言われている。 
●価格交渉で各社ばらばらなエビデンスを求められるため準備・手間作業が大変で中小では交渉が難しい。 
●労務費について、客先独自のガイドラインが示され、自社の実態に基づく申請と乖離が発生している。 
●発注先から労務費の価格転嫁について決算書の人件費総額で判断するようレターを受け取った。春闘でベー

スアップしても、高齢層が退職して労務構成が変化し人件費総額が下がる場合、認めてくれない。 
●労務費について、仕入先賃金上昇率の詳細データの提示を求められているが、仕入先に情報開示を強制する

事も出来ないことから、 説明に苦慮している。 
●値上げ交渉の全般としては、当社は中小企業ではないので顧客への値上げ交渉は「エビデンス」が常に要求

される。 一方で、当社のサプライヤーは中小が多いのでエビデンスの請求が出来ない。 
●労務費の交渉の際、 賃上げのうち「ベア分だけ」で、定昇分は除外と交渉で言われている。また、「連合発

表の平均」と言ったが「御社の実態しか認めない」と言われた。 
●受注 40 個（年１回）の部品について補給部品として見積りを提示したいと申し出たところ現行量産品であ

ると言われ、量産単価のままで製作している。 
●金型の支払いサイトの起算日を製品納入日ではなく、納入後の検収（検査）が終了してからとされているた

め、手形交付から現金化まで時間がかかる。 
●発注先から、御社は下請法に抵触しないため、手形払いサイトの短縮には応じないとの回答があった。さら

に一時金等での還元を頂いている状況がほとんどである。 
●金型の保管量を負担させられている。 

資料出所：ＪＡＭの調査を基に金属労協作成 

 

（「価格交渉促進月間」の「フォローアップ調査」の質問項目） 

＊中小企業庁の「価格交渉促進月間」の「フォローアップ調査」で使用される調査票には「指

針」に関する質問内容がありません。「指針」の内容に即した行動を発注者に実施させるため

には、内容に指針に即した行動を発注者がしているか質問項目に含める必要があります。 

 

（物流の 2024 年問題） 

＊2024 年４月、働き方改革関連法の一環で自動車運転業務に対する時間外労働の上限規制が導

入され、日本社会全体へのドライバー不足の加速や配送遅延、運送コスト増などの深刻な影

響が顕在化する「2024 年問題」への対応が重要です。物流の 2024 年問題の対応には個社に

よる企業努力のほか、政府による業務効率化の支援や悪質な荷主企業・物流事業者への厳し

い取り締まりが必要です。また、関係省庁間の連携では、公正取引委員会や中小企業庁、国

土交通省が常時情報共有・議論し、より迅速な施策の実行につなげ、かつ同様のヒアリング

等が各省庁で重複しないことが企業への負担軽減のために必要です。 

 

（企業の自主的な行動を促す環境設計） 

＊価格転嫁を今後も推進し続けるためには企業の自主的な行動が必要です。中小企業庁は「新

たな取引適正化対策の全体像について」において、多段階の連携や総理大臣による事業所管

大臣を通じた頂点企業への要請などの取り組みが示されましたが、バリューチェーン全体の

中で影響力の大きい企業に対して、優越的地位の濫用との兼ね合いを考慮しながら取引関係

の下流に位置する企業活動に責任を持たせるといった仕組みの構築が求められます。 
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４．公正な移行のための企業再編、業態転換 

 

（製造業の雇用の見通し） 

＊経済産業省が 2022 年にまとめた「未来人材ビジョン」では、2050 年の労働需要の見通しを

示しており、「現在の産業を構成する職種のバランスが大きく変わるとともに、産業分類別に

みた労働需要も３割増から５割減という大きなインパクトで変化する可能性がある」と指摘

しています。職種別の労働需要の見通しについて、事務従事者は 42％減少、販売従事者は 26％

減少する一方、情報処理・通信技術者は 20％増加、開発・製造技術者は 11％増加し、製造業

全体では１％減少するなど、製造業においても大きな変化が見込まれています。 

 

（自動車のＥＶ化による内燃機関の部品への影響） 

＊電動化が進展すると、ガソリン車向けのエンジン部品、トランスミッション部品の市場は縮

小する一方、モーター・バッテリー部品が新たに必要となり、これらの市場は今後拡大する

が見込まれています。 

 

資料17 電子制御化・電動化の影響を受ける部品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所 

「令和４年度電動化シフトを踏まえた地域自動車部品サプライヤーの技術力・開発力向上に向けた動向調査」 

 

（Ｍ＆Ａにおける労働組合の取り扱い） 

＊Ｍ＆Ａの実施による企業結合は企業の競争力強化や良質な雇用の創出につながる一方で、労

働者や労働組合にとって不利益な対応を強いられる可能性があります。例えば、Ｍ＆Ａの際

に買い手側が売り手側の職場に存在する労働組合の廃止を求める事例があります。労働組合

の活動は憲法で認められたものであり、労働組合の廃止を求める要求は言語道断です。Ｍ＆

Ａに際しては労働者や労働組合に対する必要な情報提供や協議の場の設置を義務付ける必要

があります。 
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金属労協「2025年産業政策要求」 

Ⅲ．将来に向けた成長力強化政策 

  





 
 

Ⅲ．将来に向けた成長力強化政策 

金属労協2025年産業政策要求 

 
 

＊日本は2021年度のエネルギー自給率が13.3％と低く、ロシアのウクライナ侵攻の影響に加え、

急速かつ大幅な円安の進行により資源・エネルギー価格が高騰していることや、中東情勢の

緊迫化などにより、改めてエネルギーの安定供給確保が重要課題となっています。また、経

済安全保障の観点から、重要鉱物など資源の安定確保の取り組みを行うことが肝要です。 

＊経済・社会情勢が大きく変化する中、わが国のものづくり産業が中長期的に国内生産を継続

していく観点や、経済安全保障の観点から、積極的な研究開発投資・設備投資により、競争

力を強化していく必要があります。 

＊世界各国においては、カーボンニュートラルの宣言と実現のための技術開発などに関する投

資が計画・実施されており、ＥＵでは2024年２月に「ネットゼロ産業法案」が暫定的に合意

され、ＣＣＳに関して、2030年までに年間5,000万トンの貯留能力の開発をめざすとの目標が

掲げられ、取り組みが加速しています。しかし、2025年１月に米国で共和党のトランプ大統

領が就任し、パリ協定からの米国の再離脱を宣言する大統領令に署名しました。脱炭素政策

などにおいて大きな転換が起こる可能性があることから、日本政府は脱炭素政策の機動的な

対応が求められます。 

＊2026年１月から本格適用されるＥＵの炭素国境調整措置について、今後の対象品目の拡大な

どにより、わが国のみが不利益とならないように、関係国、地域に働きかける必要がありま

す。また、カーボンニュートラルに関わる国際ルールの形成にあっては、迅速なカーボンニ

ュートラルの実現を促し、かつわが国の国際競争力を損なうことのないよう、主導的な立場

で、積極的に携わることにより国際的な競争条件を確保する必要があります。 

＊2025年２月、「第７次エネルギー基本計画」が閣議決定され、2040年度までにエネルギー需給

が再生可能エネルギー４～５割程度、原子力発電２割程度、火力発電３～４割程度となると

見通しを立てました。以前のエネルギー基本計画と比較して、エネルギー政策の基本原則で

ある「Ｓ＋３Ｅ」（安全性、安定供給、経済効率性、環境適合性）を維持しつつも、原子力発

電を「最大限活用する」と変化がありました。 

＊日本では、超高齢化・少子化を発端とした生産年齢人口の減少による労働需給のひっ迫に対

し、ＡＩやデジタル化を好機ととらえ、積極的にＡＩの開発・活用を推進する立場を明確に

し、海外市場における日本企業のプレゼンスの強化、イノベーションの促進と同時に生産性

の向上や働き方の改革につなげなければなりません。 

＊ＡＩの高性能化に伴い、ＡＩの安全性の確保、リスクへの対応はより一層重要になっていま

す。ＡＩは生産性の向上に役立つ可能性がある一方、雇用や働き方に大きな影響を及ぼすた

め、規制による対応も必要不可欠です。 

＊中小企業においてＤＸを推進するうえで、専門的な知識を持った人材がいないことや具体的

な効果が見えないことが課題として挙げられます。こうした課題のある中小企業に対して、

政府は様々な機関が伴走支援を実施できる体制を作ることが重要です。  
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＜要 求 項 目＞ 

 

１．カーボンニュートラル達成に向けた技術開発と社会実装の加速化 
 

（１）次世代エネルギーの取り組み加速 

〇比較的小さい事業所が想定される内陸部での水素等の地産地消を推進するため、水素社会推

進法における価格差支援制度を小規模事業所における供給設備の整備まで支援範囲を拡大す

ること。 

〇クリーンな次世代燃料（e-fuel）については、国益にもつながる重要な分野であることから、

グローバルスタンダードをリードできるよう、技術開発支援とともに、活用拡大に向けた支

援に取り組むこと。 

○エネルギー自給の観点から、ペロブスカイト太陽電池等の再生可能エネルギー関係設備の国

産比率の目標を設定すること。 

 

（２）蓄電池の取り組み加速 

〇次世代蓄電池・リサイクル技術の開発を加速するとともに、現行のリチウムイオン電池事業

についても、将来にわたる蓄電池事業の競争力維持の観点から、企業による投資を支援する

こと。また、太陽光発電等の系統に利用する大規模蓄電池の普及を促進すること。（継続・補

強） 

 

（３）スマートコミュニティの形成 

〇スマートコミュニティの形成に向けた「脱炭素先行地域」の選定事業について、進捗状況を

注視し、次の「脱炭素ドミノ」が実現されるように取り組むこと。 

〇スマートコミュニティを中心に、次世代送電網（スマートグリッド）の構築を推進すること。 

○コンポジット電線など環境配慮型電線の実証を積み重ね、国際規格化・対応等の取り組みを

促進すること。 

 

（４）産業・企業の競争力確保 

〇新たなカーボンプライシングの具体的な制度設計にあたっては、産業・企業の成長に資する

施策となるよう、産業界の意見を聞きながら議論を進めていくこと。石油石炭税や、地球温

暖化対策税など既存の類似制度については、複雑な税制とならないよう整理・統合すること。 

〇環境への負担が少ない技術の積極的な輸出により世界に貢献し、国際ルール形成に主導的な

立場として携わること。 

〇重要鉱物の安定的な確保と資源の中国依存防止に向け、グローバルサウスをはじめとする資

源産出国との二国間協定の締結やＴＰＰ加入促進など働きかけること。レアアース泥採掘の

技術開発や、省資源・代替材料の研究・開発支援、家電やＥＶなど都市鉱山のリサイクルな

どにより、供給源の多角化を図ること。加えて、リユース資源の海外流出防止のため、リサ

イクルしたレアアースの国内供給の数値目標を定めること。  
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２．安定的かつ低廉な電力供給 

 

（１）再生可能エネルギーのコスト引き下げ 

〇再生可能エネルギーの導入の加速化と発電コスト引き下げに向け、ＦＩＴ制度、ＦＩＰ制度

の運用期間を明らかにするとともに、価格引き下げ目標を強化していくこと。 

 

（２）安全性が確認された原子力発電の活用促進 

○ＡＩ等の新技術の発展やＤＸの進展に係るデータセンターの増設等を背景とした電力需要の

増大に電力供給が安定的に対応できるよう、安全性が確認された原子力発電所の再稼働を加

速すること。電力事業者や原子炉メーカーなど、事業者と政府が健全な意思疎通を図ること

で合理的な審査を進めるとともに、地元合意を促進すること。加えて、国民の理解を促進す

るため、次世代革新炉や実験高速炉「常陽」を用いた放射性廃棄物の減容化に関する研究開

発、実証、社会実装も同様に注力すること。 

〇小型モジュール炉、高温ガス炉、高速炉、浮体式原子力発電、核融合など、安全性・信頼性・

効率性を抜本的に高める新技術については、国際競争力確保の観点からも、迅速な開発と実

装に向けて取り組みを強化するとともに、原子力発電施設のリプレースに尽力すること。 

 

（３）原子力・火力発電のサプライチェーンを維持・強化 

〇原子力発電産業のこれまで培った技術・技能・人材を絶やさず、サプライチェーンの維持・

強化を図る必要があることから、海外への輸出を含め、企業の設備投資や人材確保・育成に

つながる具体策を示すこと。また、火力発電については、安定供給性や調整力などに優れ、

引き続き電力供給に重要な役割を担うことから、温室効果ガスを削減していく将来像を示し

つつ、原子力発電と同様にサプライチェーンの維持・強化を図ること。 

 

３．ＡＩ政策の策定とＤＸの推進 

 

○ＡＩ（人工知能）を安心して活用するために、ＡＩの信頼性を高めるための研究・開発への

支援を拡充すること。 

○日本企業が開発するＡＩシステム等の市場形成を促すため、政府は日本企業への戦略的調達

によるＡＩの社会実装を促進すること。 

○日本のＡＩに関する規制については、まずは企業のＡＩの利用状況の実態を把握したうえで、

ＥＵの「ＡＩ整合規則」を参照し、整合・発展させた制度設計を行うこと。特に、労働者の

監視や労働組合活動の阻害等へのＡＩの利用は禁止すること。これらを検討する際は、雇用

や労働条件に大きな影響を及ぼすことから、労働組合関係者を審議会等の委員として参加さ

せること。 

○ＡＩのアルゴリズムが人事システム等において偏見と差別を助長しないよう、利用されるア

ルゴリズム・収集するデータ・決定方法について、使用者に詳しい情報提供を義務付け、労

使協議の対象とすること。 

○中堅・中小企業のＤＸ・ＧＸを支援するため、支援機関による伴走支援の仕組みを構築する
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こと。 

＜具体的施策例＞ 

・内閣府が実施する「地域デジタル化支援促進事業」について、支援対象を地域の金融

機関のみならず、商工会議所や地場のベンダーなどにも拡大する。 

・「よろず支援拠点」において産業に関わらず自動車産業「ミカタプロジェクト」同様の

伴走支援が受けられることを中堅・中小企業に周知する。  
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＜背 景 説 明＞ 

 

１．カーボンニュートラル達成に向けた技術開発と社会実装の加速化 

 

（日本政府が掲げる脱炭素目標とＧＸへの投資促進策） 

＊2025 年２月、政府は「地球温暖化対策計画」を閣議決定しました。ここでは 1.5℃目標に整

合的で野心的な目標として、日本全体で 2013 年度と比較して 2035 年度に 60％、2040 年度

に 73％の温室効果ガス削減をめざすとしています。 

＊政府は 2023 年２月「ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）実現に向けた基本方針」を

閣議決定し、５月に「ＧＸ推進法」「ＧＸ脱炭素電源法」が成立しました。また、７月には「脱

炭素成長型経済構造移行推進戦略（以下ＧＸ推進戦略）」を閣議決定し、ＧＸを通じて脱炭

素・エネルギーの安定供給・経済成長の３つを同時に実現することとしています。 

＊政府は、ＧＸ経済移行債を活用した投資促進策について、今後 10 年間で 150 兆円を超える

ＧＸ投資を官民協調で実現していくためには、国として長期・複数年度にわたり支援策を講

じ、民間事業者の予見可能性を高めていく必要があるとしており、ＧＸ経済移行債を活用す

ることで、20 兆円規模の大胆な先行投資支援を実行するとともに、新たな市場・需要の創出

につながるよう、規制・制度的措置と一体的に講じていくとしています。 

 
資料 18 ＧＸ経済移行債による投資促進策 

 

資料出所：内閣官房 第 14 回ＧＸ実行会議 「分野別投資戦略(ver.2)（案）」 スライド 11  
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（水素等の活用促進と水素社会推進法における「価格差支援制度」） 

＊水素等は国内生成が可能なだけでなく、貯蔵・運搬も可能であり、自動車燃料、水素還元製

鉄、発電エネルギーへの利用など、多岐にわたる産業や幅広い分野での利用が期待され、今

後の経済成長には欠かせない、グリーン成長戦略の主軸になり得るとされています。 

＊水素の世界全体の利用量見通しは、2030 年２億トン、2050 年５億トン（ＩＥＡ）となってい

のに対し、日本の利用目標は、2030 年 300 万トン、2050 年 2,000 万トン（グリーン成長戦

略）となっています。そのため、世界全体の利用量に対する日本の比率は、2030 年 1.5％、

2050 年４％となっており、2030 年の段階から世界に出遅れないよう、コスト低減など取り組

みの強化が必要です。 

＊2024年４月、第213回通常国会において、低炭素水素等の供給と利用を促進するための「水素

社会推進法」とＣＯ２の安定的な貯留やＣＣＳ事業の適正な運営を確保することを目的とし

た「二酸化炭素の貯留事業に関する法律」が成立しました。今後、法の実効性、課題につい

て注視していく必要があります。 

＊2024 年 10 月、政府は脱炭素化が難しい分野においてもＧＸを推進し、エネルギー安定供給・

脱炭素・経済成長を同時に実現する観点から低炭素水素の活用を促進するために「水素社会

推進法」を施行しました。支援内容としては、事業者が供給する低炭素水素等へ、供給開始

後 15 年間、既存燃料との価格差を国が補填する「価格差に着目した支援（以下、価格差支

援）」と、低炭素水素等を需要家が実際に利用する地点までの輸送設備（パイプライン、タン

ク等）の費用の一部を国が支援する「拠点整備支援」があります。 

＊水素社会推進法における価格差支援と拠点整備支援には課題もあります。支援の条件として、

低炭素水素の年間供給量が価格差支援の場合年間 1,000 トン、拠点整備支援の場合年間

10,000 トンも必要なため、地域の中小企業におけるＰ２Ｇシステム（脱炭素電源で発電した

電力の余剰分を気体燃料に変換して貯蔵・利用すること）による水素の利用や小規模ベンチ

ャー企業の水素供給事業における初期投資の負担軽減には活用できないという課題がありま

す。中小企業によるＧＸの推進は日本全体の脱炭素に寄与するだけでなく、企業自身の競争

力強化につながるため、各種制度の支援対象の中小企業に向けた拡大が望まれます。 

 

資料 19 水素社会推進法における価格差支援制度と拠点整備支援の概要 

 

資料出所：資源エネルギー庁 水素社会推進法について スライド 23 
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（e-fuel の現状） 

＊再生可能エネルギーから生成した水素と二酸化炭素によるクリーンな合成液体燃料である

e-fuel は、幅広い動力源で利用可能であり、石油供給網などの既存インフラを活用すること

により、グリーン成長戦略においても、他の新燃料に比べて導入コストを抑えることが可能

とされています。 

 

（蓄電池政策の現在位置） 

＊2050 年カーボンニュートラル実現に向け、蓄電池と再生可能エネルギーは重要な要素として

認識されています。2050 年の蓄電池市場は、車載用が 2019 年比で 38 倍の 7,546GWh、定置用

が 113 倍の 3,400GWh に成長する見込みです。一方、リチウムイオン蓄電池(ＬｉＢ)を発明し

た日系企業はこれまで技術的優位性を確保してきましたが、市場の拡大に伴い中韓メーカー

のシェアが拡大し、日系企業のシェアは 2015 年の 51.7％から 2020 年には 21.1％へ低下し

ました。 

＊また、欧米を含め世界的に官民での投資競争が激化していることから、政府は 2022 年８月に

蓄電池産業戦略を策定しています。その主な目標は、 

①現行の液系ＬｉＢにおいて、政府が上流資源を確保するとともに大規模投資へ支援するこ

とで、2030 年までに 150GWh/年の国内製造基盤を確立すること 

②有志国との戦略的連携強化など海外展開を戦略的に実施し、我が国の企業全で 600GWh/年

の製造能力をグローバル市場において確保すること 

③グリーンイノベーション基金など開発支援を強化し、2030 年頃に全固体電池を本格実用化、

以降も技術リーダーの地位を維持・確保すること 

です。 

＊これらの目標に基づく取り組みにより、現在 150GWh/年の製造基盤確立に向けて 120GWh/年

が確保できる見込みとなっています。しかし、原材料となるバッテリーメタルの必要資源量

を十分に確保できていないため、政府は重要鉱物を特定重要物資に指定し助成金での支援す

ることや、日加、日豪など諸外国と連携しサプライチェーンを確保することなど対策を進め

ています。 

＊また、人材確保についても「関西蓄電池人材育成等コンソーシアム」において、2024 年度か

らの高校生・高専生向け教育プログラムの実施に向けた教育プログラムが実施され、2025 年

度からは大学における人材育成プログラムの検討がされるなど対策が進められています。 
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資料20 特定重要物資の対象品目 

 
資料出所：内閣府 サプライチェーン強靱化の取組のフォローアップと今後の見直しの方向性 

 
（再生可能エネルギーの概況） 
＊エネルギー安定供給や脱炭素化に向けて、再生可能エネルギーは重要な取り組みとなってお

り、第７次エネルギー基本計画では、 

・Ｓ＋３Ｅを大前提に、再生可能エネルギーの主力電源化を徹底し、地域との共生と国民負

担の抑制を図りながら最大限の導入を促す 

・国産再生可能エネルギーの普及拡大を図り、技術自給率の向上を図ることは、産業競争力

の強化に資する。こうした観点からも次世代再生可能エネルギー技術の開発・社会実装を

進めていく必要がある 

 ・これからの課題に対して、①事業規律の強化、②ＦＩＰ制度や入札制度の活用、③地域間

連系線の整備・蓄電池の導入等、④ペロブスカイト太陽電池や浮体式洋上風力、ワンスト

ップでの許認可フォローアップによる地熱発電の導入拡大、次世代型地熱の社会実装加

速化、中小水力の推進、⑤適切な廃棄・リサイクルが実施される制度整備等 

 が記載され、これらの取り組みを行うことにより、2040 年度のエネルギー需給見通しでは、

再生可能エネルギーの割合が４～５割（2023 年度は約２割）と提示されています。 

また、再生可能エネルギーの導入にあたっては、地域との共生や国民負担、使用済太陽光パ

ネルの処理等の対応が求められます。 
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（「脱炭素先行地域」の概要） 

＊脱炭素先行地域とは、家庭部門や業務その他部門などの電力消費に伴うＣＯ２排出の実質ゼ

ロを実現し、運輸部門やガス利用等も含む電力以外の温室効果ガス排出削減についても、日

本の2030年度温室効果ガス46%削減目標と整合する取り組みを地域特性に応じて実現する地

域で、「実行の脱炭素ドミノ」のモデルとなります。 

「地域脱炭素ロードマップ」では、地方自治体や地元企業・金融機関が中心となり、環境省

を中心に国も積極的に支援しながら、少なくとも100カ所の脱炭素先行地域で、2025年度まで

に、脱炭素に向かう地域特性等に応じた先行的な取組実施の道筋をつけ、2030年度までに実

行し、これにより、農山漁村、離島、都市部の街区など多様な地域において、地域課題を同

時解決し、住民の暮らしの質の向上を実現しながら脱炭素に向かう取り組みの方向性を示す

こととしております。 

 

資料21 脱炭素先行地域の選定状況 

 

資料出所：環境省 脱炭素地域づくり支援サイト 脱炭素先行地域選定結果 

https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/preceding-region/ 

 

（次世代送電網（スマートグリッド）、コンポジット電線など環境配慮型電線） 

＊カーボンニュートラルの実現に向けて、太陽光や風力など再生可能エネルギーを最大限活用

する一方で、エネルギーの消費を最小限に抑えていく環境配慮型都市（スマートシティ・コ

ミュニティ）が提唱されています。環境配慮型都市におけるエネルギーは、供給側では自然

エネルギーを利用するため天候によって発電量が変化し、需要側でもエネルギーの消費量が

刻々と変化します。よって、需要と供給の双方向で無駄なく安定したエネルギーを活用でき

る技術である次世代送電網（スマートグリッド）が必要となります。次世代送電網とは、「従

来からの集中型電源と送電系統との一体運用に加え、情報通信技術の活用により、太陽光発
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電等の分散型電源や需要家の情報を統合・活用して、高効率、高品質、高信頼度の電力供給

システムの実現をめざすもの」とされています。 

 

資料22 スマートコミュニティのイメージ 

 

 

資料出所：経済産業省 資源エネルギー庁ホームページ 「スマートコミュニティとは」 閲覧日：2025年１月20日 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/advanced_systems/smart_community/ 

 

＊コンポジット電線とは張力を担う鋼心部分に軽量・高強度の炭素繊維プラスチックを採用す

ることで鉄塔や電柱間のたるみを現す弛度・張力変動を小さくできるほか、電気抵抗低減に

より送電量を増やすことが可能となります。さらに従来の架空線よりも軽量化させることで

鉄塔の耐荷重に対し、ケーブルの敷設本数を増やすことが可能となるため、大幅な送電量の

向上が見込まれます。 

＊また、山間部などの鉄塔更新工事が容易ではない地域においても、既存架空電線からコンポ

ジット電線への張替えのみで送電量の増加が可能となることから工期短縮によるコスト削減

とともに、鉄塔の増設を必要としないことによる森林保護の観点から、環境面への影響を低

減させた電線となっています。  

－46－



 
 

（カーボンプライシングの概要と成長志向型カーボンプライシング構想） 

＊脱炭素社会の実現に向けて、ＣＯ２排出量を減少させるためには、ＣＯ２排出者の行動を変容

させる必要があります。その有効な手段として、企業などの排出するＣＯ２に価格を付け、Ｇ

Ｘ関連製品・事業の付加価値を向上させる「カーボンプライシング」があります。 

＊2023 年２月、政府は「先行投資支援（ＧＸ経済移行債）」と「排出削減を促進する措置（賦課

金と排出量取引制度）」の両輪でＧＸ投資を加速化させるために「成長志向型カーボンプライ

シング構想」を公表しました。 

 

資料 23 排出量取引制度と化石燃料賦課金の概要 

 

資料出所：内閣官房  「ＧＸ2040 ビジョンの概要」 スライド 28 
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＊2024 年 12 月には「ＧＸ2040 ビジョン」において、排出量取引制度や化石燃料賦課金の導入

に関する「成長志向型カーボンプライシング構想の実現に向けた制度措置」を示しました。 

 

資料 24 成長志向型カーボンプライシング構想 

 

資料出所：内閣官房 「ＧＸ2040 ビジョンの概要」 スライド 26 

 

＊排出量取引制度のようなカーボンプライシングは、ＣＯ２排出者の行動を変容させうる一方、

産業競争力を低迷させる可能性があります。特に短期的にＣＯ２排出を削減することが困難

な鉄鋼業などの産業に対して一定の配慮がないまま排出量取引制度が導入されると、排出枠

の購入が負担となってしまいます。このような産業の競争力が損なわれないよう、当該産業

の当事者と十分な議論・理解の上で制度を構築することや排出量の削減が困難な産業に対す

る排出枠の無償枠を今後長期にわたって維持するといった取り組みが必要です。 

 

（既存のカーボンプライシング） 

＊1978 年、「石油税」が制定され、原油及び輸入石油製品が課税対象となりました。その後、ガ

ス状炭化水素や石炭が課税対象として追加されたことにより、「石油石炭税」として改正され

ました。また、2012 年には石油石炭税に対してさらに税率を上乗せする「地球温暖化対策の

ための税」が施行されています。 

＊日本における既存の炭素税としては、地球温暖化対策税（ＣＯ２ 1 トンあたり 289 円）が存

在しますが、加えて、石油石炭税や揮発油税などにより、全ての化石燃料に何らかのエネル

ギー税制が導入されており、総税収は約 4.3 兆円（ＣＯ２ 1 トンあたり 4,057 円）となって

います。これに、ＦＩＴ賦課金の総額約 2.4 兆円を加えると約 6.7 兆円（ＣＯ２ 1 トンあ

たり 6,301 円）となります。 

＊こうした既存の税制に加え、新たに排出量取引制度や炭素に対する賦課金を導入することは

税制を一層複雑化させることになるため、既存税制と整理・統合することが求められます。 
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資料 25 「地球温暖化対策のための税」について 

 

資料出所：環境省ホームページ 「地球温暖化対策のための税の投入」 

  https://www.env.go.jp/policy/tax/about.html 

 

資料 26 日本の化石燃料諸税等の負担水準 

 

資料出所：経済産業省 
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（炭素国境調整措置の動向） 

＊炭素国境調整措置とは、カーボンプライシングなどによるコストの増加を避けたい企業が生

産拠点を規制の緩い国や地域に移転する「カーボンリーケージ」に対処するため、輸入品に

対して国内と国外の炭素価格の差額分の支払いを課す措置です。 

＊ＥＵでは、2023 年 10 月から移行期間が開始し、セメント、肥料、電気、鉄鋼、水素、アル

ミニウムを対象に暫定適用が開始されました。2026 年１月から本格適用開始される予定とな

っています。しかし、環境省の脱炭素ポータルに掲載されている「炭素国境調整措置（ＣＢ

ＡＭ）から読み解くカーボンプライシング」の有村俊秀早稲田大学教授に対するインタビュ

ーによると、「あくまで現在ＥＵから示されている文書に基づけばとなりますが、石油石炭税

はいまのところ認められない論調です。認められるのは石油石炭税への上乗せ部分である地

球温暖化対策税の 289 円のみではないかともいわれていますが、現在は調整中の段階であり、

注視していく必要があります。」という主張もあります。わが国の企業に不利な取り扱いにな

らないよう、関係国、地域に働きかけるとともに、国際ルールの形成に積極的にかかわり、

国際的に公正な競争条件を確保する必要があります。 

 

（重要鉱物の現状） 

＊鉱物資源について、日本は産出量や生産コストの問題からほぼすべてを輸入に頼っています

が、一部の鉱物資源は特定国への依存度が高く、経済安全保障上のリスクが顕在化しつつあ

ります。また、精錬・加工プロセスについて、環境規制の緩さを含めたコストの低さから中

国に集中していますが、中国は重要鉱物の輸出規制を強化しており、半導体分野での先進諸

国と中国の対立が、重要鉱物でも強まることが懸念されています。 

＊政府は資源外交を強化しており、2024 年に、イタリア、オーストラリアなどと資源に関する

協力覚書を締結しています。今後も各国へＴＰＰ加入や二国間協定の締結などで関係強化を

図りつつ、レアアース泥採掘の技術開発や、省資源・代替材料の研究・開発支援、家電やＥ

Ｖなど都市鉱山のリサイクルに関する法整備などにより、供給源多角化の推進が重要です。 

＊外交による資源の獲得のほか、日本において都市鉱山の活用を進めるために、リユース資源

の海外流出を防止する法制度が必要です。経済産業省の第２回蓄電池のサステナビリティに

関する研究会で提示された事務局資料によると、廃車後の車載蓄電池は解体業者による取り

外しのあと、25％が海外に流出してしまうことが分かっています。世界的に重要鉱物の需要

が高まっている中で、日本における資源の安定供給を確立し続けるためにもリサイクルした

重要鉱物の国内供給の数値目標を定めることが求められています。 

＊2024 年 12 月、経済安保推進法で規定された、民間事業者支援のみでは特定重要物資の安定

供給を図ることが困難であるときに政府は当該物資を「特別の対策を講ずる必要がある特定

重要物資」として指定したうえで「備蓄その他の安定供給確保のために必要な措置」を講ず

るいわゆる国有施設民間操業（ＧＯＣＯ）スキームの実体化が検討されています。研究開発

支援・設備投資のほかにもこうした取り組みを積極的に推進することでも複雑化する社会・

経済・国際情勢に対応していくことが重要です。 
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資料 27 廃棄予定の蓄電池の流通状況（自動車） 

 

資料出所：経済産業省 第２回蓄電池のサステナビリティに関する研究会 事務局資料 スライド 63  
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２.安定かつ低廉な電力供給 

 

（原子力発電の必要性） 

＊経済産業省の試算では、原子力発電の発電コストは石油石炭火力発電、バイオマス発電、地

熱発電と比較して非常に安価です。また、原子力発電は必要な燃料が少なく、数年間国内保

有燃料のみで電力の生産が可能な純国産エネルギー源として経済安全保障に資する電源です。 

＊近年ＡＩやＤＸの進展に伴い、大量の電力を消費するデータセンターの建設が盛んに行われ

ています。第 47 回総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネル

ギー小委員会において日本データセンター協会が提出した資料によると、最近建設されたデ

ータセンターは最低でも 30ＭＷの電力を 24 時間 365 日ほぼ変動なく消費します。これは

「100Ｖ30Ａ契約の一般家庭では３ＫＷなので 10,000 軒分」の消費電力と同等であり、小さ

な市よりも多くの電力をデータセンターが消費することを示しています。 

＊今後恒常的に使用される電力はデータセンター、ＡＩで用いられるＧＰＵ、電気自動車や鉄

鋼生産の電炉化等で大きく増大する可能性があります。特にデータセンターの増設や電炉化

はベースロードとしての電源を必要とするため、大量の電力を長期的に発電できる原子力発

電の活用は今後の日本の産業競争力強化、経済安全保障の実現のためには必須です。 

＊近年、アマゾンやマイクロソフトなどの巨大テック企業では、生成ＡＩ等の人工知能の発達

による電力需要の増大を背景として、次世代型原子力発電所の投資拡大や、米国内の原子力

発電所の稼働を促すなどの動きがみられます。高炉から電炉への転換や、生成ＡＩの普及拡

大に伴うデータセンター、半導体工場の増加など、日本においても電力需要の増大が見込ま

れる中、電力の安定供給を確保する必要があります。また、科学技術振興機構の推計では、

エネルギー効率の改善幅が小さい場合、日本全国のデータセンターにおける年間消費電力量

は 2030 年で約 240 億ＫＷｈにも及び、これは一般的な原子力発電所の年間発電量（約 87 億

6,000ＫＷｈ）約 2.7 基分となることになります。また「第７次エネルギー基本計画」では、

原子力発電が「再生可能エネルギーと原子力をともに最大限活用していくことが極めて重要

となる。」と位置づけられており、前回のエネルギー基本計画に明記されていた「可能なかぎ

り依存度を低減する」という文言は削除されたことから、エネルギー政策は今後安定供給に

重点が置かれることになることがわかります。しかし、エネルギーの安定供給に最も重要な

役割を果たす原子力発電所の再稼働は遅々として進展しておらず、安全が確認された原子力

発電の利活用の促進が喫緊の課題です。 
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資料 28 各電源のコスト比較 

 

資料出所：経済産業省 「発電コスト検証に関する議論について」スライド４  
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（原子力発電の再稼働状況） 

＊原子力発電については、「第７次エネルギー基本計画」において「原子力などエネルギー安全

保障に寄与し、脱炭素効果の高い電源を最大限活用することが必要不可欠である。」と述べら

れています。 

＊また、政府は、2023 年２月に閣議決定した「ＧＸ実現に向けた基本方針」において、  

・将来にわたって持続的に原子力を活用するため、安全確保を大前提に、新たな安全メカニ

ズムを組み込んだ次世代革新炉の開発・建設に取り組む。地域の理解確保を大前提に、廃

炉となる原発の建て替えを念頭に次世代革新炉の開発と建設を進める。  

・運転期間は 40 年、延長を認める期間は 20 年と制限を設けた上で、一定の停止期間に限り、

追加的な延長を認めることとする。  

としています。 

 

資料 29 原子力発電所の再稼働審査状況 

 

 
資料出所：資源エネルギー庁 「日本の原子力発電の状況」  
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（原子力を取り巻く新技術と既存原発のリプレース） 

＊「第７次エネルギー基本計画」では、原子力に関する新技術について、「新しい安全対策に係

る技術開発を促進し、実用化を加速する。また、高速炉、高温ガス炉、核融合といった他の

次世代革新炉についても、実用化に向けた技術開発に継続的に取り組む。」と明記しています。

小型モジュール炉、高温ガス炉、高速炉、浮体式原子力発電、核融合など次世代革新炉の研

究開発については、原子力発電のより一層の安全性向上、エネルギー安全保障確保に向けた

エネルギー自給率の向上などの観点から、迅速な実用化に向け取り組むことが重要です。高

経年化し、廃炉が決定した原子力発電設備を上述のような技術を用いた新型革新炉へのリプ

レースを強力に推進することが原子力発電によるエネルギーの安定確保に極めて重要だと考

えられます。そして、原子力発電を今後も活用していくためには、原子力に対する専門的な

知識を持った人材が必要であるため、今後も政府が実施する「未来社会に向けた先進的原子

力教育コンソーシアム（ＡＮＥＣ）」を活用することで人材育成、確保をめざすことが政府に

求められます。 

＊原子力発電所は運転期間が定められており、その期間を超えて運転を継続することは原則出

来ません。資源エネルギー庁の資料によると、このまま新規の原子力発電所の建て替えを進

めなければ、2040 年代半ばごろに急速に設備容量が減少してしまいます。原子力発電所の建

設は 20 年という長い時間がかかるため、今から原子力発電のリプレースを推進しなければ、

将来的な電力需要のひっ迫はより深刻になることが予想されます。 

＊新型革新炉のほか、立地条件に縛られず、地震・津波の影響を受けづらい浮体式原子力発電

について、ロシア・中国に遅れをとらないためにも、民間企業が行う商用化に向けた取り組

みを国として支援すべきです。 

 

資料 30 原子力発電所の設備容量（見通し） 

 

 
資料出所：資源エネルギー庁 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第 62 回会合）事務局提出資料 

「ＧＸに向けた取組と省エネ・非化石転換について」 スライド 13 
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＊原子力発電設備の再稼働を推進するためには国民の理解が必須であり、国民の理解を得るた

めには、放射性廃棄物の最終処理が課題となっています。処分する放射性廃棄物を最小限の

量に抑えるには、放射性廃棄物の減容化が必要です。現在、日本は「第７次エネルギー基本

計画」において、高レベル放射性廃棄物の減容化、有害度低減などの点において利点がある

高速炉の研究開発に取り組むことを方針としています。高速炉の社会実装に向けた取り組み

を進めるにあたっては、現在運転を停止している高速実験炉「常陽」の再稼働、活用を進め

なければなりません。「常陽」は使用する核燃料が少なく、プルトニウム、マイナーアクチ

ノイドの燃焼による高レベル放射性廃棄物の減容化・有害度低減が期待できるため、今後の

次世代高速炉の実証、社会実装に向けて一層取り組む必要があります。 

 

資料 31 ナトリウム冷却高速炉の特徴 

 

資料出所：経済産業省 高速実験炉「常陽」の高速炉開発における必要性と意義 

スライド 19 より  
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３.労働者の利益に資するＡＩ開発支援・規制とＤＸの推進 

 

（ＡＩの活用と労働者に対するＡＩの使用の規制） 

＊2022 年 11 月の米国のＯｐｅｎＡＩ社による生成ＡＩ「Ｃｈａｔ‐ＧＰＴ」の発表を皮切り

に、ＡＩは飛躍的な技術革新を迎えました。内閣府の「世界経済の潮流 2024 年Ⅰ-ＡＩで変

わる労働市場」は、「従来型ＡＩの導入は企業レベルの生産性を０～11％向上させ、生成ＡＩ

はタスクレベルの生産性を 10～56％向上させた」と報告しているため、労働需給のひっ迫に

対応するためにＡＩの開発、活用を推進する必要があります。 

＊日本企業には技術で勝ってビジネスで負けるという弱点があります。ＡＩ含め技術の「実証」

の繰り返しだけでは実社会への「実装」は不可能です。政府は、ＡＩ等の先進的技術に関し

て日本企業から戦略的調達を実施し、日本企業が競争力を確保できる政策をすべきです。 

＊ＡＩは労働者の生産性を向上させうる一方で、雇用の代替や労働者の監視等のリスクもあり

ます。内閣府の「世界経済の潮流 2024 年Ⅰ-ＡＩで変わる労働市場」によると、ＡＩによる

代替可能性は職業によって異なり、「事務的タスクのシェアが大き」く、意思決定の重要性が

低い職業はＡＩによる代替性が高い職業であると指摘しています。こうした職業の就業者に

は女性や非正規雇用者が多いため、性別や雇用形態による格差が拡大する恐れがあります。 

＊欧州議会の調査部門であるＥＰＲＳは、「ＡＩ対応ツールとアルゴリズム管理は職場に重大

な影響を及ぼし」、ＡＩによって使用者が「職場内外での企業の監視能力を高め、労働者の私

生活や空間に侵入し」たり「労働組合活動の妨害」を引き起こしたりする可能性があると報

告しています。ＡＩを労働者の監視に用いることは、労働者の基本的人権や個人の尊厳を毀

損する行為であるため、ＡＩを法律で規制する場合は、ＥＵのＡＩ規制法案と同様に、分野

ごとに規制を検討し、人権侵害を防ぐ規制が必要です。 

＊ＥＵによるＡＩ規制の特徴は、「容認できないリスク」、「ハイリスク」、「限定的リスク」、「最

小限リスク」の４つのレベルを設定し、各々のリスクに応じ規制する「リスクベースアプロ

ーチ」を採用した点です。労働者にとって有益なＡＩ開発を阻害せず、かつ労働者の権利を

保護するＡＩ規制には、ＥＵの「ＡＩ整合規則提案」と整合、発展させた制度が必要です。 

＊日本政府は 2025 年２月、日本においてＡＩに関する政策や法規制のあり方を議論していた

「ＡＩ戦略会議」や「ＡＩ制度研究会」の「中間とりまとめ」を公表しました。「中間とりま

とめ」では、不適切なＡＩによる求職者の選別などの懸念に対し、政府は実態の把握に努め、

技術的対応含む必要な対策を検討するとしています。また同月に、「人工知能関連技術の研究

開発及び活用の推進に関する法律案」（以下、ＡＩ法案）が閣議決定されました。ＡＩ法案に

より、国はＡＩに関する研究開発の促進や人材確保、教育振興を行うほか、国際的な規範策

定の参画・主導、国民の権利利益を侵害する事案への調査、事業者・国民への指導、助言を

行うとしています。加えて、内閣総理大臣を本部長とする「ＡＩ戦略本部」が設置され、政

府が上記取り組みのため実施すべき施策の基本的な方針を定める「ＡＩ基本計画」が今後策

定される予定です。しかし、労働者への影響が大きいＡＩに関する制度を検討する政府の会

議体に労働者の声を代弁する委員が存在しないことが懸念されます。 
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資料 32 ＥＵのＡＩ規制におけるリスクベースアプローチの考え方 

 

資料出所：欧州連合日本政府代表部 「ＥＵ ＡＩ規則の概要」 スライド６ 

 

（中小企業のＤＸ対応に関する政府の取り組み紹介「地域デジタル化支援促進事業」） 

＊近年、ＤＸが注目されるようになり、大企業を中心に多くの企業がＤＸへの取り組みを推進

しています。しかし中小企業においては、ＤＸ自体の認知度は高いものの、ＤＸがあまり進

んでいない状況です。独立行政法人中小企業基盤整備機構が実施する「中小企業のＤＸ推進

に関する調査（2023 年）」によると、従業員規模 20 人以下の企業でのＤＸに取り組む際の課

題は「何から始めてよいかわからない」「具体的な効果や成果が見えない」などがありました。 

 

資料 33 企業が感じるＤＸへの課題 

 
資料出所：中小企業基盤整備機構「中小企業のＤＸ推進に関する調査」 P13  
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＊こうした中小企業の状況に対して内閣府は、地域企業のデジタル化の促進に向けて、地域金

融機関等が行う、地域企業へのデジタル化支援コンサルティングについて、地域金融機関等

に対し支援を実施し、その取組みを後押しするため、2024 年４月より「地域デジタル化支援

促進事業」を開始しました。なお、中小企業と日常的に関係している団体・企業は地域金融

機関だけではなく、商工会議所や地域のベンダーも同様であると考えられるため、支援対象

をこうした団体・企業にも広げ、より幅広い知見をもとに中小企業のＤＸを推進すべきです。 

 

資料 34 地域デジタル化支援促進事業の概要 

 

資料出所：内閣官房「地域デジタル化支援促進事業の概要について」 スライド１  
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（公正な移行の実現に向けた政府の伴走支援紹介「ミカタプロジェクト」） 

＊経済産業省は、2022年度から、自動車産業「ミカタプロジェクト」として、自動車の電動化

の進展に伴い、需要の減少が見込まれる自動車部品（エンジン、トランスミッション等）に

関わる中堅・中小企業者が、電動車部品の製造に挑戦するといった「攻めの業態転換・事業

再構築」について、窓口相談や研修・セミナー、専門家派遣等を通じて支援する事業を実施

しています。 

＊「ミカタプロジェクト」と同様の伴走支援は「よろず支援拠点」において産業関わらず実施

されています。「よろず支援拠点」とは、国が全国に設置する無料の経営相談機関で、新規事

業の構築や経営改善などの、中小・中堅企業が直面する経営上の課題に広く助言を行ってい

ます。ものづくり産業のすそ野は広く、関係する産業・企業も多いため、こうした制度を広

く周知し、活用を促すことが重要です。 

 

資料35 自動車産業ミカタプロジェクトの概要 

 

 

 

資料出所：経済産業省 自動車部品サプライヤー事業転換支援事業 ミカタプロジェクトポータルサイト 事業概要より 

https://auto-supplier-mikata.go.jp/outline/#outline01  
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金属労協「2025年産業政策要求」 

継続課題 

 

 

 





内　　　容 特記事項

Ⅰ．

1-1 2019
（人材）
実習助手の待遇改善

○職務内容を適正に表す名称に変更すること。
 
○教員免許を有している者については、直ちに「教育職２級」の給料表が適用され
るよう、制度見直しを行うこと。

○教員免許を有していない実習助手が、科目等履修生制度を活用して教員免許を取
得できるようにすること。

―

1-2 中期
（人材）
労働移動支援助成金
の再就職支援コース
の廃止

リストラ対象者の再就職支援を民間職業紹介事業者に委託したり、リストラ対象者
に求職活動のための休暇を付与したりする企業に助成を行う労働移動支援助成金・
再就職支援コースは廃止し、求職活動支援は本人支援に限定すること。労働移動支
援助成金のうち、雇い入れた企業に対する助成（早期雇入れ支援コース、人材育成
支援コース、移籍人材育成支援コース、中途採用拡大コース）については、引き続
き制度を維持しつつ、人手不足の状況下で、執行率については問題視しないように
すること。

◇早期雇入れ支援
コース：雇入れ前
の賃金と比して
５％以上上昇させ
た場合、20万円加
算。

1-3 （人材）
人材開発支援助成
金、教育訓練給付

人材開発支援助成金、教育訓練給付については、その量的拡大を図るだけでなく、
対象となる訓練・講座の質的向上に注力すること。また、人材開発支援助成金を活
用した教育訓練休暇制度の導入を促進すること。

―

Ⅱ．

2-1 2022
(ＤＸ)　中小企業に
おけるＤＸの展開促
進

〇ＤＸ投資促進税制について、その要件となっている「ＤＸ認定」に関し、中小企
業をはじめとする企業の負担軽減を図ること。
＜具体的施策例＞
・「ＤＸ認定」における「標準処理期間」（60日）を短縮する。
・「ＤＸ認定」の取得については、まず「認定申請書」の審査によって「仮認定」
を行い、これをもって「ＤＸ投資促進税制」の「ＤＸ認定」の取得要件を当面満た
すこととし、一定期間の経過後、改めて公表ホームページなどの審査を行って、
「本認定」としていく。

〇中小企業に対してものづくり補助金、ＩＴ導入補助金、持続可補助金を支給する
とともに、相談対応、ハンズオン支援などを行う「中小企業生産性革命推進事業」
について、長期的・安定的に予算を確保すること。

◇ＤＸ促進税制の
適用期限は2025年
３月末までに延長
されたが、それ以
降は不明。

◇「中小企業生産
性革命推進事業」
は現在継続中。

2-2 2022
(ＤＸ)
企業間における電子
商取引規格の統一化

〇バリューチェーンにおける電子商取引システムについては、現状では、取引先企
業ごとに異なるシステムへの対応を余儀なくされていることから、汎用性も考慮し
つつ、統一プラットフォームの構築を促進すること。

―

2-3 2022
(ＤＸ)
サイバーセキュリ
ティの強化

〇米・英・加・豪・ＮＺと適合する国際標準のサイバーセキュリティ対策を早期に
導入すること。
＜具体的施策例＞
・クラウドサービスに関するＩＳＭＡＰ（政府情報システムのためのセキュリティ
評価制度）の民間における活用を促進する。
・企業に対し、ＮＩＳＴ（米国国立標準技術研究所）が定めるサイバーセキュリ
ティの技術規格であるＳＰシリーズへの準拠の徹底を促す。
・民間企業の開発する情報機器に対し、国の機関によるハッキングチェックの実施
体制を確立する。
・情報機器の脆弱性情報を政府として収集するとともに、脆弱性情報にアクセスで
きる人材の資格制度であるＳＣ（セキュリティ・クリアランス）制度を導入し、
米・英・加・豪・ＮＺなどとの相互認証を図る。

◇2024年５月、
「重要経済安保情
報の保護及び活用
に関する法律案」
（セキュリティク
リアランス法案）
が可決。
◇2024年４月よ
り、「サイバー安
全保障を確保する
ための能動的サイ
バー防御等に係る
態勢の整備の推進
に関する法律案」
が審議中。

金属労協「産業政策要求」継続課題

項　　　目

人材育成

ＤＸ政策

1
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内　　　容 特記事項項　　　目

2-4 2022
(ＤＸ)
マイナンバーの活用
促進

○「国・地方公共団体・民間を通じたトータルデザイン」に基づき、わが国全体と
してのデジタル化・ＤＸの共通基盤を確立する中で、民間を含めたマイナンバーの
正しい理解促進と活用拡大を図ることに加え、インフラ環境の整備を進めること。
＜具体的施策例＞
・マイナンバーについては、社会保障、税、災害対策の分野に限らず、教育、企業
支援なども含め、行政（国・地方自治体）の実施するあらゆる対民間（国民・住
民・企業）サービス・支援の提供や効果の検証において活用が図られるようにし、
分野横断的な情報の突き合わせを行うことにより、行政の迅速かつ公正な事務処理
を進めていく。
・たとえば、企業や個人が国・地方自治体から支援を受けようとする際に提出する
情報については、税の申告をはじめ、すでに国・地方自治体の諸機関に提出してい
る情報が共通して活用されるようにする。
・マイナンバーを通じた行政における情報共有化の拡大と、国民・住民のマイナン
バーカードの積極的な活用を促すため、個人情報の保護に関する国民の不安が払
しょくされるよう、セキュリティ対策に関する理解促進活動を強化すること。

◇2023年６月、マ
イナンバー法改
正。３分野以外の
行政事務にマイナ
ンバーの利用範囲
の拡大。
◇2024年12月、紙
の保険証からマイ
ナ保険証への移行
が開始。

2-5 2019
（ＤＸ）
次世代モビリティの
開発加速化のための
取り組み強化

〇「ロードマップ」において、「2030年に向けた重要目標達成指標」として「設定
する方向で検討する」とされている以下の目標については、ベンチマークとする各
国の数値との比較を通じて、わが国の進捗状況を確認するためにも、迅速に設定し
ていくこと。
・交通事故の削減 ・交通渋滞の緩和 ・物流交通の効率化 ・高齢者等の移動支援
・自動運転システムの普及 ・車両生産・輸出 ・インフラ輸出

〇海外の企業や政府における自動運転の開発目標・ロードマップ、実際の自動運転
技術の開発状況、法令や関連諸制度およびインフラなどに関する検討・整備状況な
どに関して、最新の情報の入手に努め、その共有化を図ること。それらの情報をも
とに、世界標準に沿った法令、関連諸制度、インフラなどの整備を海外に後れをと
ることなく迅速に行っていくこと。

◇2023年４月の道
路交通法改正によ
り、「レベル４」
の自動運転が解
禁。

Ⅲ．

3-1 2020
（ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ）
グローバルな環境問
題解決への貢献

〇わが国の優れた低炭素技術、製品、システム、サービス、インフラについて、途
上国に対しＯＤＡによる無償供与を行っていくこと。

〇これまで、温室効果ガスや代替フロンなどグローバルな環境規制について、先進
国、新興国、途上国において異なる取り扱いが行われてきたが、将来的に設けられ
る規制については、内容、スケジュールが共通化され、あまねく遵守されるよう、
わが国として必要な貢献を行っていくこと。

―

Ⅳ．

4-1 2022
（独占禁止法、下請
法の強化）

〇独占禁止法における優越的地位の濫用規制の位置づけを高めていくこと。
＜具体的施策例＞
・ＥＵ法などを踏まえ、例えば独占禁止法を「競争制限」の禁止、「優越的地位の
濫用」の禁止、「企業結合」の規制、という３本柱に再編成する。

○独占禁止法の優越的地位の濫用規制および下請法について、不適切な取引に対す
る抑止効果を高めていくこと。
＜具体的施策例＞
・独占禁止法の優越的地位の濫用に関する課徴金を抑止力の働く水準まで大幅に引
き上げる。
・実体規定違反に対する罰則を新設する。

◇2025年３月、下
請法・下請振興法
改正法案閣議決
定。

4-2 2024
（適正取引ルールの
周知徹底）

○下請法、業界団体の自主行動計画、中小企業庁の業種別「下請適正取引等推進の
ためのガイドライン」、「新しい型取引のルール」、「パートナーシップ構築宣
言」、経団連などの「長時間労働につながる商慣行の是正に向けた共同宣言」、
「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」に盛り込まれた規制、行動
ルールを項目ごとに整理したガイドブックを作成し、一冊をチェックすることに
よって、すべてを遵守できるようにする。

―

4-3 2021
（生産性向上）
生産性向上の促進を
はじめとする部品企
業、中小企業支援

〇『2020年度版中小企業施策利用ガイドブック』によれば、事業者向け補助金・助
成金として主なものだけでも59の制度があるが、
・類似の補助金・助成金制度を整理することにより、中小企業にとって制度のわか
りやすさの向上を図る。
・利用手続きの統一化や、利用する制度ごとに書類を提出することによる提出書類
の重複の解消により、中小企業の負担軽減を図る。
ため、これらをひとつの制度として一本化し、その中で、支給目的ごとに支給要
件、支援内容、提出書類、報告事項などを整理していくこと。

―

カーボンニュートラル政策

バリューチェーン政策

2
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内　　　容 特記事項項　　　目

4-4 2020
（生産性向上）
中小企業における生
産性向上の促進と従
業員への成果配分支
援

○現行2020年度までとなっている所得拡大促進税制については、継続していくこ
と。なお、厚生労働省「賃金引上げ等の実態に関する調査」において、企業にとっ
て原則的には内転原資である定期昇給率が1.7％程度となっていることを踏まえ、
継続雇用者給与等支給額が少なくとも「1.7％プラス過年度消費者物価上昇率」を
超えて増額となっている企業を対象とすること。

◇賃上げ促進税制
について、税額控
除の適用要件は、
雇用者給与等支給
額が1.5％以上上
昇していること又
は2.5％以上上昇
していることと
なっているが、消
費者物価指数全国
2024年平均の総合
指数は2.7％の上
昇となっており、
物価上昇分をカ
バーできていな
い。

4-5 2019
（事業承継）
「事業引継ぎ支援セ
ンター」の活動の拡
大

○事業引継ぎ支援センターにおいて、人材を採用し、人材を引き留めるために必要
な賃金・労働諸条件の確保が不可能な状況にある企業についても、従業員への承
継、親事業者との統合、バリューチェーン内における同業他社との統合など、事業
引継ぎ支援を行っていくこと。

○事業引継ぎ支援センターでは、事業引継ぎ後、労働者の団結権・結社の自由の侵
害や、賃金・労働諸条件の引き下げが見られた場合について、情報の共有化を図る
こと。

―

Ⅴ．

5-1 2021
（金融）
需要が供給力を上回
る状態を維持するた
めの消費者物価上昇
率目標の実現と、為
替レートの安定に向
けた適切な金融政策

○雇用の安定と働く者の継続的な生活向上を実現していくためには、需要と供給力
の差を示すＧＤＰギャップをプラス（需要超過・供給力不足）で維持することが不
可欠であることから、消費者物価上昇率が速やかにマイナスの状態を脱し、２％程
度の消費者物価上昇率目標を迅速に達成するよう、適切な金融政策を推進していく
こと。

〇このため、量的金融緩和の縮小を行う場合には、決して急ぐことなく、慎重に進
めていくこと。

〇金融機関が日本銀行に保有する日銀当座預金（日銀当預）の口座に止まっている
資金が、円滑に市中に流れるよう、適切な施策を講じること。

○ＧＤＰギャップのマイナス（需要不足・供給力過剰）が継続している場合、購買
力平価（１ドル＝100円程度）を上回る円高が進行した場合などには、迅速に量的
金融緩和の再拡大を図ること。

―

5-2 中期
（金融）
新興国などにおける
完全変動相場制導入
の促進

経済力に見合った為替相場の実現、為替相場の安定、大規模な国際金融危機が発生
した場合のショック緩和を図るため、中国・人民元など固定相場制や管理変動相場
制を採用している新興国、発展途上国通貨の完全変動相場制への移行を促していく
こと。

―

5-3 2021
(財政健全化･行革)
マイナスシーリング
と行政事業レビュー
の徹底などによる財
政健全化

〇パンデミックや大規模災害が今後も繰り返し発生することを織り込んだ上で、財
政健全化計画を策定すること。財政健全化計画は、財政赤字、政府債務のなし崩し
的な拡大を抑止する実効性あるものとすること。

○財政健全化計画に則り、各府省ごとにマイナスシーリングを設定することによ
り、行政事業レビューの徹底を促し、政府の無駄の根絶を図ること。

〇ＥＢＰＭ（証拠に基づく政策立案）を徹底するため、各府省が作成している「ロ
ジックモデル」は行政事業レビューシートの中に織り込み、すべての事業につい
て、めざしている成果目標（アウトカム）に対し、当該事業が有効であり、かつ、
他のとりうる施策よりも効果が高いことを、少なくともロジカルに説明できるよう
にすること。

〇たとえば「ポスドク１万人計画」のように、政策の基本的な方向性が適切でな
かったことが明白となった場合には、これを糊塗するのではなく、迅速な方向転換
を促す仕組みを設けること。

〇歳入に関しては、マイナンバー制度と消費税におけるインボイス導入を活用し、
所得捕捉の徹底を図ること。

―

財政・金融政策
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内　　　容 特記事項項　　　目

Ⅵ．

6-1 2021
（貿易）
「自由で開かれた」
国々における経済連
携強化

○ＴＰＰ11については、米国に対し早期復帰を求めるとともに、英連邦諸国、イン
ド太平洋諸国、ラテンアメリカ諸国、ＥＵなどに対して、早期参加を働きかけてい
くこと。

〇ＴＰＰ11の一層の強化と参加国の拡大をめざし、
・ＴＰＰ11のウイークポイントであるわが国の例外的に低い関税撤廃率を是正すべ
く、関税が残されている品目の将来的な撤廃に向け、国内での検討を積み重ねてい
くこと。
・わが国としてＴＰＰ協定第19.3条を遵守するため、ＩＬＯ基本８条約中未批准２
条約（強制労働の廃止に関する条約…第105号、雇用及び職業についての差別待遇
に関する条約…第111号）の早期批准を行うこと。

〇ＲＣＥＰ（地域的な包括的経済連携協定）において定められた知的財産、電子商
取引、競争、政府調達、紛争解決などのルールが、参加国において遵守されるよ
う、企業からの情報収集に努め、必要な場合には躊躇なく紛争解決手続きを進める
こと。

〇米国の自動車・自動車部品輸入関税に関しては、2019年12月に発効した日米貿易
協定において、「撤廃に関して更に交渉する」と明記されているが、遅くともＴＰ
Ｐ交渉において合意されたスケジュールで関税撤廃されるよう、米国との交渉を進
めていくこと。

〇さまざまな国際ルールや基準の策定に際しては、日本の取り組みに対する諸外国
の理解促進を図り、あわせて、共感し合える国々との連携強化を果たしていくこと
により、議論をリードしていくこと。

◇2022年７月、Ｉ
ＬＯ第105号条約
は日本で批准され
た。
◇2025年２月、ト
ランプ米国大統領
はカナダとメキシ
コからの輸入品に
25％の関税を課す
大統領令に署名し
た。また、経済産
業省・日本貿易振
興機構は、第２次
トランプ政権が発
表した関税措置に
より、賦課対象と
なった地域に展開
する中堅・中小企
業などを支援する
ための相談窓口を
開設した。

6-2 2020（貿易）
安全保障貿易管理に
おける判断の明確化

○わが国における安全保障貿易管理については、企業が認識しないまま違反に問わ
れることがないよう、また企業活動が委縮することのないよう、可能な限り明確化
を図ること。
・リスト規制の対象品目に関しては、一般的に使用されている名称を併記、または
例示すること。
・キャッチオール規制において輸出者に委ねられている判断（輸入先等において大
量破壊兵器等の開発等に用いられるか否か、輸入者・需要者が大量破壊兵器等の開
発等を行う（行っていた）か否か）については、可能な限り経済産業大臣が判断を
行っていくこと。

Ⅶ．

7-1 2019
(企業行動･成果配
分)
「生産性運動三原
則」の具体化に向け
た取り組み

〇「生産性運動三原則」の具体化に向け、政労使で協議する枠組み、とりわけ主要
な産業ごとに協議する枠組みを構築すること。

◇ 2023 年 3 月 15
日、８年ぶりに政
労使会議実施。

Ⅷ．

8-1 2021
（ＣＬＳ）
国内外における中核
的労働基準の確立

〇ＩＬＯ基本８条約中未批准２条約（強制労働の廃止に関する条約…第105号、雇
用及び職業についての差別待遇に関する条約…第111号）のうち、第105号に関して
は、国家公務員法、地方公務員法の罰則規定の改正後ただちに批准を行うこと。第
111号については、ただちに批准を行い、その後、公務員の政治活動の規制のあり
方に関して検討を進め、必要な改善を行っていくこと。

〇「責任ある企業行動のためのＯＥＣＤデュー・ディリジェンス・ガイダンス」を
参考に、日本版ガイダンスを作成すること。新興国、途上国では、中核的労働基準
が遵守されない状況も見られることから、海外事業拠点を有する企業に対し、人権
デュー・ディリジェンスの義務化を図ること。

〇公労使およびＩＬＯなどが参画し、日本企業の海外事業拠点における建設的な労
使関係構築に向けた「海外事業拠点労使関係ガイドライン」を策定すること。ガイ
ドラインでは、企業に対し、中核的労働基準（結社の自由・団体交渉権、強制労働
の禁止、児童労働の廃止、差別の排除）の厳守を促すこと。

◇2022年６月の第
110回ＩＬＯ総会
で、中核的労働基
準に「安全で健康
的な労働環境」が
追加され、５分野
10条約となった。
◇「責任あるサプ
ライチェーン等に
おける人権尊重の
ためのガイドライ
ン 」 （ 2022 年 9
月）策定。
◇2022年７月、Ｉ
ＬＯ第105号条約
は日本で批准され
た。

 国際労働政策

貿易政策

労働政策
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8-2 2019
（ＣＬＳ）
中核的労働基準遵守
の促進

○新規に海外で事業展開を図ろうとする企業に対し、海外事業拠点での中核的労働
基準遵守について、とくに注意を喚起すること。

○在外公館においても、現地日系企業に関する情報収集、日系企業に対する情報提
供に努めること。

○日系企業に関し、ＯＥＣＤ多国籍企業ガイドライン違反として、現地の労働組合
から日本のＮＣＰ（ナショナル・コンタクト・ポイント＝各国連絡窓口）に個別事
例の提起があった場合には、１年以内の解決という規定を踏まえ、現地裁判の動向
に関わらず迅速な対応を行うこと。

〇ＣＳＲでは、多国籍企業はＩＬＯ基本８条約など国際的に確立された規範の遵守
が求められているが、労働者の組合非加入の権利は国際規範としてみなされておら
ず、ユニオンショップが有効かどうかは、ＩＬＯが各国国内法の判断に委ねてお
り、かつわが国においては、ユニオンショップが合法とされていることから、ユニ
オンショップはＣＳＲに抵触しないことについて、政府として業界団体などへの周
知を図っていくこと。

○国際連合が2011年に策定した「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づく「ビ
ジネスと人権に関する国別行動計画（ＮＡＰ）」を早急に策定し、Ｇ20ハンブルク
首脳宣言において奨励されている国際枠組み協約＝グローバル枠組み協定（ＧＦ
Ａ）を推奨していくこと。

◇「『ビジネスと
人権』に関する行
動計画（ 2020 －
2025 ） 」 策 定
（ 2020 年 10 月 16
日）。

8-3 2021
（外国人材）
外国人技能実習制
度、特定技能制度の
制度目的に即した見
直し

◇2024年６月、出
入国管理法などが
改正され、技能実
習制度に代わって
育成就労制度に見
直し。

〇技能実習生をはじめとする外国人材について、コロナ禍の下においても、雇用調
整助成金などを活用し、日本人従業員と同様、企業が雇用確保に全力を尽くすよ
う、政府として徹底を図っていくこと。

〇「事業上・経営上の都合」で実習先が団体監理型の「技能実習を行わせることが
困難となった」技能実習生に関しては、実習先、監理団体の責任で円滑な転籍を図
ることはもちろん、技能実習制度を創設した日本政府が、外国人技能実習機構を通
じて、実習先確保の最終的な責任を果たすこと。

〇「本音と建前の乖離」が問題となっている外国人技能実習制度については、特定
技能の導入に伴い、純粋に途上国・新興国への技能移転を図る、本来の趣旨に沿っ
た制度となるよう、抜本的な見直しを行うこと。具体的には、

・人権確保や賃金・労働諸条件の向上の促進という観点に立った、制度の総ざら
い的な見直しを行うこと。

・技能実習生１号・２号について、通常の労働者と同様の解雇要件が適用される
とすれば、同一職種を前提に、通常の労働者と同様の労働移動（実習先の変更）の
自由を確保すること。

・「技能実習に関する二国間取決め（協力覚書）」の締結できていない国からの
受け入れは取り止めること。

〇産業・企業が特定技能制度を利用するに際しては、十分な賃金・労働諸条件が提
供されているにもかかわらず、国内人材を確保できないことの立証を要件とするこ
と。例えば、

・特定産業分野の指定に際しては、当該産業の若年者の賃金水準が少なくとも全
産業平均以上であることを要件にすること。

・企業が特定技能外国人を採用する場合、ハローワークにおいて、地域における
全産業平均以上の募集賃金を提示してもなお、国内人材を確保できないことの立証
を義務づける「労働市場テスト」を実施すること。

〇外国人技能実習制度および特定技能について見直しを行うに際し、超少子高齢社
会とＤＸの下におけるわが国の長期的労働力需給と人材の多様性の観点を踏まえ、
わが国における外国人材の受け入れのあり様、たとえば、受け入れ規模のあり方や
国籍の取り扱い、生命の安全と国際人権規約の示す人権の保障、適正な賃金・労働
諸条件、良好な職場環境・生活環境の確保などの観点について国民的議論を行い、
基本政策を確立し、具体的な施策に反映させていくこと。

〇外国人技能実習制度および特定技能における「日本人が従事する場合の報酬の額
と同等以上」との要件を実効的に確保するため、外国人技能実習生および特定技能
外国人の賃金について、
  ・日本人従業員の賃金台帳との比較。
  ・ハローワークにおける募集賃金など地域の賃金水準との比較。
を行い、「同等以上」かどうかのチェックを行っていくこと。

〇外国人技能実習生、特定技能外国人に加え、留学生に関しても、母国の送出機関
の規制に関し、日本政府の関与を強化すること。

〇外国人技能実習生の死亡などに関し、継続的に情報を公開するとともに、外国人
材について、生命の安全と国際人権規約の示す人権の保障、適正な賃金・労働諸条
件、良好な職場環境・生活環境の確保などの状況について、詳細な掌握に努め、た
とえば「外国人労働者白書」を作成し、公表すること。
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